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ポイント 

【地域医療連携】 

◆2012 年度より続く全国の ICT を利用した地域医療連携を網羅した調査 

有効回答数 270 箇所 

◆2012 年度調査開始以降、継続できている地域は約 6 割である 

◆同意書による同意方法が漸増している 

◆前回調査と較べ病院の参加が大きく増え、情報共有の形態は「参照のみ」が多い 

◆患者からの同意取得方法は「同意書による取得」が多い 

◆1 地域医療連携あたりの平均参加施設数は、124 施設である 

◆1 参加施設あたりのシステム平均構築費用（累積）は約 170 万円、1 患者あたりは 

約 1 万 8 千円である 



 

◆運用年数は、有料地域のみの場合 5.86 年、無料地域を含む場合 5.84 年である 

◆1 地域医療連携あたりシステム平均構築費用（累積）は、約 1 億 7,600 万円（有料地域 

のみ）、約 1 億 4,900 万円（無料地域を含む）である 

◆1 地域医療連携あたりシステム平均構築費用（年間）は、約 3,600 万円（有料地域のみ）、 

約 3,000 万円（無料地域を含む）である 

◆1 地域医療連携あたりのシステムの平均年間運用費用は、約 1,200 万円である 

◆将来システム更改時の費用負担をどうするかについては、58.8％の地域で未定、調査 

開始以降漸増傾向である 

◆地域医療連携システムを導入した最大の効果は、従来の「医療機関間の人的ネットワ 

ークが進んだ」から「患者サービスが向上した」になった 

◆継続していくためには、行政・自治体、医師会を交えた取り組みが望ましい 

◆適切と考えるより規模の大きいサイズのものが構築されている 

 

【多職種連携】 

◆2014 年度より行っている調査、有効回答数 119 箇所 

◆最大の効果は、「利用施設間の人的ネットワークが進んだ」である 

◆システム導入費用が無料の地域は、74.7%（56／75 箇所）である 

◆システム年間運用費用が無料の地域は、68.4% （52／76 箇所）である 

◆1 多職種連携あたり平均導入費用は約 620 万円（有料地域のみ）、約 157 万円（無料 

地域を含む）である 

◆1 多職種連携あたり平均年間運用費用は約 240 万円（有料地域のみ）、約 79 万円（無料 

地域を含む）である 

◆利用されている主な機材は、ノートパソコン、タブレット端末、デスクトップパソコ 

ンである 

◆参加している医療機関等がモバイル端末をどのように利用しているかを把握している 

地域は、約 6 割である 

 ◆医療機関等に管理されたモバイル端末利用と個人所有・管理下のモバイル端末利用 

（BYOD）のいずれも利用している地域は、約 3 割である 

◆「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（第 5 版）」では原則 BYOD 

は認められていないが現場では齟齬が生じている 
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1.  ICT を利用した地域医療連携調査の概要 

 

 

ICT を利用した全国地域医療連携調査は 2012 年度から継続的に実施している。今回

2017 年度調査は、調査開始以降 6 回目となる。 

本稿では、第 1 章および第 2 章で「ICT を利用した地域医療連携」、第 3 章および第

4 章で「医療・介護等分野の ICT を利用した多職種連携」について調査結果を報告し、

第 5 章で調査結果に考察を加えるとともに、ICT を利用した地域医療連携の平均像を

俯瞰する。 

 

 

 目的 1.1.

 

わが国では、今後ますます進む高齢化社会にむけて地域の特性に応じた地域包括ケ

アシステムの構築が必要不可欠であり、質の高い医療・介護サービスの提供が求めら

れている。 

これまで各地域において、医療・介護等の施設間で ICT を利用し、患者情報を共有

するネットワークの構築が進められてきたが、何らかの理由で運用中止、終了、ある

いは他の地域医療連携と統合した地域医療連携も少なくない。また、各省庁の実証事

業やモデル事業が数多く行われてきたが、全てを概観する資料等はなく、補助金が打

ち切られた後の状況は殆ど把握されていない。 

医療情報連携ネットワークの普及状況や連携状況等を的確に把握し、普及推進要因

や安定運用の方策を検討することを本稿の目的とする。
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調査項目 

 

 本調査では 2016 年度調査の結果を踏まえ、インフラ整備の項目を新設、ログインセ

キュリティに SIM 認証、SMS 認証、コールバック認証を追加、連携方式に災害対策等

を備えたタイプのハイブリット型を追加するなど内容の充実を図った。 

2017 年度調査における調査項目と追加等の内容は以下の通りであるが、実際の質問

項目については、「別添 5 アンケート項目と内容」をご覧いただきたい。 

 

（１）医療情報連携ネットワークの概要 －2017 年度より「医療情報連携ネットワー 

クの分類」項目追加 

（２）医療情報連携ネットワークの代表団体  

（３）医療情報連携ネットワークの代表団体 2   

（４）自治体の運営への参画  

（５）事務局運営人数  

（６）医療情報連携ネットワークの実施目的・地域など－2017 年度より「提供体制に 

関する実施目的」に「医療資源不足対策」、「介護資源不足対策」の選択項目追 

加及び「業務の効率化」に「薬剤師の負担軽減」、「その他コメディカルの負 

担軽減」の選択項目追加 

（７）参加団体数と参加患者数－2017 年度より「参加同意書の取得済み患者数」の項 

目追加 

（８）参加の同意方法 

（９）患者の同意取得の詳細 

（１０）サービス－2017 年度より「インフラ整備」の項目追加及び「情報の連携」に 

「医療介護連携」の選択項目追加 

（１１）前問（１０）のサービスで共有できる情報項目－2017 年度より「レセプト情 

報」、「調剤システム情報」の選択項目追加 

（１２）共有情報の取得元システム－2017 年度より「病院（調剤システム）より取得」 

の選択項目追加 

（１３）医療情報連携ネットワークのシステム（その 1）－2017 年度より「連携方式」 

に「ハイブリット型」の選択項目追加 
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（１４）医療情報連携ネットワークのシステム（その 2）－2017 年度より「通信ネッ 

トワーク」に「上記以外のインターネット」の選択項目追加及び「ログイン 

セキュリティ」に「SIM 認証」、「SMS 認証、コールバック認証」の選択項目 

追加 

（１５）医療情報連携ネットワークの運用管理 －2017 年度より「運用管理規定等の 

整備」に「事業継続計画（BCP）の策定」の選択項目追加 

（１６）利用・参加料金 

（１７）蓄積された個人情報・診療情報の利用 

（１８）予算関係－2017 年度より「交付金の利用額」を「平成 28 年度」、「累積」に 

細分 

（１９）将来のシステム更新の費用負担 

（２０）費用の負担 

（２１）医療情報連携ネットワークの連携実績 

（２２）診療報酬加算の算定状況 

（２３）普及に向けた施策・取組－2017 年度より「周知・広報」に「サービスの追加」 

の選択項目を追加 

 

 

 調査対象 1.2.

 

・全国の ICT を利用した地域医療連携 

  調査対象の抽出に先立ち、文献や Web サイトの検索を網羅的に行い、ICT を利用 

した地域医療連携であると思われるものについて、郵送先の調査・確認を行った。 

 

 調査方法 1.3.

 

・郵送による回答ならびに、本調査専用 Web サイト 

https://wellme.jp/m-research2018/survey1/にアクセスし、地域医療連携担当者別の ID、

パスワードを入力後、23 項目の設問について回答 

・回答の有無、疑義などに関して適宜メールや電話連絡による回答を要請 
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図 1.4-1 アンケートサイトの例 

 

 

 

 

 アンケート回収結果 1.4.

 

（１）回答依頼数（郵送）：348 箇所 

（２）有効回答数：270 箇所（運用終了等、対象外の連携数を含まない） 

（３）回答率 77.6％（270 箇所／348 箇所） 
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2. ICT を利用した地域医療連携調査の結果 

 

 

本項では、調査結果を集計した概要を順に掲載する。 

 

 

 全国地域医療連携の概要 2.1.

 

本調査項目では、正式名称ならびに略称（愛称）、短文による紹介、稼働開始年（予

定含む）、公開 URL 等の回答を依頼した。 

 

 

  全国地域医療連携の概況 2.1.1.
 

全国の地域医療連携 348 箇所に依頼し、うち 270 箇所から有効回答を得た。2016 年

度調査1の有効回答 270 箇所と同数であるが、同じ地域ではなく、中止や他地域での新

規導入など差し引きした結果である。 

 

稼働開始年でみると、現在継続稼働している地域医療連携は、おおむね 2000 年から

スタートしており、地域医療再生計画2がスタートした 2011 年頃を境として急増して

いることが窺えた（図 2.1-1）。 

当該地域医療連携を広く一般に説明する公開 Web サイトの有無については、「あり」

が 131 箇所（49％）であり、クローズド形式での運営が 139 箇所（51％）を占めた（図

2.1-2）。 

 

                                            
 
1 「ICT を利用した全国地域医療連携の概況（2016 年度）」：日医総研ワーキングペーパー No.386  

渡部 愛 http://www.jmari.med.or.jp/research/working/wr_625.html 
 
2 「地域医療再生計画について」： 厚生労働省 平成 21 年 6 月 5 日 医政発第 0605009 号 



6 
 

図 2.1-1 稼働開始年でみた全国地域医療連携有効回答数の推移（累積）

 

図 2.1-2 公開 URL の有無 
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  医療情報連携ネットワークの分類 2.1.2.
  

主要としている連携について 226 地域から回答を得た。 

「病病・病診連携」65.9％（149 箇所）がもっとも多く、ついで「在宅医療・介護

連携」27％（61 箇所）、「遠隔医療」3.1％（7 箇所）、「疾患連携」2.7％（6 箇所）、「救

急連携」1.3％（3 箇所）の順であった（図 2.1-3）。 

 

 

図 2.1-3 医療情報ネットワークの分類 

 

（2017 年度新規調査項目） 
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 所在地ならびに運営主体 2.2.

 

 

本調査項目では、当該地域医療連携を運営する団体について、2 団体までの団体名

称や団体区分、所在地、担当者、連絡先などの回答を依頼した。 

 

 

  代表団体の所在地 2.2.1.
 

代表団体の所在地を地域区分別にみた地域医療連携の数は、「中部」（64 箇所）がも

っとも多く、ついで「近畿」（42 箇所）、「関東」および「九州」（37 箇所）の順に多か

った（図 2.2-1）。 

 

 

図 2.2-1 地域区分別地域医療連携数 
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  代表団体の運営主体 2.2.2.
 

地域医療連携の代表団体区分を、以下の選択項目とした。 

・病院 

・医師会 

・一般社団法人 

・一般財団法人 

・NPO 

・行政 

・企業 

・その他 

 

結果、「病院」を運営主体とする地域医療連携が 93 箇所ともっとも多く、ついで「医

師会」（60 箇所）、「行政」（34 箇所）の順に多かった（図 2.2-2）。 

 

図 2.2-2 運営主体別地域医療連携数  
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  地域区分別の運営主体 2.2.3.
 

地域区分別に、地域医療連携の運営主体の割合をみたところ、運営主体が「病院」

の割合が高い地域は「北海道」と「近畿」、「医師会」の割合が高い地域は「中国」、「関

東」、「九州」であった（図 2.2-3）。 

 

図 2.2-3 地域区分別・運営主体別地域医療連携数 
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  自治体の運営への参画 2.2.4.
 

 自治体の運営への参画状況についてみたところ、自治体が運営に何らかの形で参画

している連携が 159 箇所（61％）、参画していない連携が 100 箇所（39％）を占めた（図 

2.2-4）。 

 

 

図 2.2-4 自治体の運営への参画 
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  対象とする範囲 2.2.5.
 

当該地域医療連携が対象とする地域の範囲は、258 地域から回答を得た。「二次医療

圏での連携」が 72 箇所ともっとも多く、ついで「市町村単位での連携」68 箇所、「全

県域での連携」が 66 箇所であった。 

前回調査と較べると「全県域での連携」（63→66 箇所）、「二次医療圏での連携」（65

→72 箇所）、「市町村単位での連携」（56→68 箇所）と増えているのに対し、「複数都道

府県にまたがる連携」は減っている（22→19 箇所）ことが判明した（図 2.2-5）。 

 

 

図 2.2-5 地域医療連携の対象範囲 
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  行政計画への記載 2.2.6.
 

医療情報連携ネットワークが、医療計画等の行政計画に記載されているかについて、

247地域から回答を得た。「記載あり」が 117箇所（47.4％）、「記載なし」が 130箇所（52.6％）

であった（図 2.2-6）。 

 

 

図 2.2-6 行政計画への記載 
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  事務局運営の平均人数 2.2.7.
 

当該地域医療連携を運営している事務局の人数について、対象範囲別に 258 地域か

ら回答を得た。「複数都道府県にまたがる連携」において、1 地域医療連携あたりの「専

任者+兼任者」（6.5 人）がもっとも多かった（図 2.2-7）。 

 

運営主体別に 259 地域から回答を得た。専任者および兼任者ともに「企業」がもっ

とも多かった（図 2.2-8）。 
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図 2.2-7 対象範囲別事務局運営の平均人数 

 

図 2.2-8 運営主体別事務局運営の平均人数 
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 導入の目的 2.3.

 

本調査項目では、ICT を利用した地域医療連携の導入目的と、地域医療連携システ

ムが必要となった地域の課題について回答を依頼した。 

 

 

  導入目的 2.3.1.
 

 システムの導入目的について 261 地域から複数回答を得た。 

本来の目的であろう「医療連携」が 235 箇所（90％）ともっとも多く、ついで「在

宅医療対策」145 箇所（55.6％）、「救急医療対策」81 箇所（31％）の順に多かった（図

2.3-1）。 

 

図 2.3-1 地域医療連携の導入目的について  
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その他、自由記載による回答は以下のとおりであった。 

 

・介護連携 

・介護、福祉連携 

・医科、歯科、薬局、介護連携 

・訪問看護ステーションとの連携 

・画像診断の迅速化 

・読影医の偏在を補う 

・市町村（母子保健）との連携 

・地域医療の連携強化 

・病理医間の診断支援の確保 

・薬局でのリスク管理 

・薬局・老健施設との他職種連携 

・高額医療機器の共同利用 

・医療・介護の多職種の情報共有と連携 

・認知症対策、大腿骨頸部骨折対策 

・在宅医療、介護に携わる多職種連携 

・多職種連携によるケアの充実 

・医療連携登録医のメリットの一つとして開始 

・市町村（母子保健）との連携 

・急性期病院と慢性期病院間の医療情報連携 

・ネットワークに参加する病院の空床情報や当直体制に関する情報共有 

・大腿骨頚部骨折地域連携パス、脳卒中地域連携パス運用において利活用 

・患者の疾病統計により、地域の疾患傾向、救急搬送された患者の傾向分析を行う 

・災害時のデータバックアップ 

・二次救急医療体制の維持、救急隊と医療機関が関係する情報（患者情報や搬送履歴 

の共有） 

・重複検査や重複投薬（薬剤アレルギー情報等）の情報共有 

・診療所医師の在宅医療における不在時や対応困難時の相互補完 

・在宅医と訪問看護師と在宅歯科医と調剤薬局薬剤師間の情報共有 

・在宅医療における多職種の情報共有  
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・情報共有の省力化 

・特定健診受診率の向上  

・増大した蓄積情報のデータベース化 

・終末期、PEG を中心とした在宅療養 
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 参加施設数 2.4.

 

本調査項目では、当該地域医療連携に参加している施設数について回答を依頼した。 

 

 

  参加施設数の推移 2.4.1.
 

地域医療連携の開始年に置き換えて暫定的に俯瞰した地域医療連携への参加施設数

の推移は、2000 年以降漸増し、地域医療再生計画がスタートした 2011 年頃を境に大

幅な増加が窺えた。また前回調査と較べると、「病院」（3,090→5,780 施設）、「介護施

設」（2,882→4,590 施設）が大きく増えた（図 2.4-1）。 

 

図 2.4-1 参加施設数の推移 

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

合計 264 280 714 884 1,310 1,310 1,308 1,757 2,660 3,112 4,357 7,835 10,589 15,291 19,394 21,475 22,264 22,412 30,589

その他施設(n=215) 0 1 48 48 66 66 65 101 177 189 363 427 741 1,005 1,293 1,343 1,382 1,424 1,580

介護施設(n=213) 39 40 49 58 68 68 70 90 90 92 144 483 734 1,767 2,477 2,690 2,843 2,882 4,590

薬局(n=213) 27 31 62 62 133 133 137 166 773 812 952 1,079 1,290 2,111 2,436 2,972 3,051 3,074 3,357

歯科診療所(n=215) 11 11 27 28 28 28 28 49 85 85 104 599 688 793 946 1,002 1,066 1,072 1,364

医科診療所(n=238) 163 172 422 529 795 795 783 1,084 1,233 1,523 2,189 4,176 5,626 7,601 9,573 10,517 10,845 10,870 13,918

病院(n=237) 24 25 106 159 220 220 225 267 302 411 605 1,071 1,510 2,014 2,669 2,951 3,077 3,090 5,780
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  参加施設数 2.4.2.
 

全国の地域医療連携へ参加中である施設数の合計は、30,589 施設であった。その内

訳は、「病院」（5,780 箇所）、「医科診療所」（13,918 箇所）、「歯科診療所」（1,364 箇所）、

「薬局」（3,357 箇所）、「介護施設」（4,590 箇所）、「その他の施設」（1,580 箇所）であ

った（図 2.4-2）。 

 

 

図 2.4-2 参加施設数  
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  参加病院の内訳 2.4.3.
 

病院（n=237）のうち、参加病院別の施設数を示す。「特定機能病院あり」65 地域・

72 施設、「地域医療支援病院あり」117 地域・医療連携 328 施設、「特定機能病院及び

地域医療支援病院の該当なし」146 地域から回答を得た。「地域医療支援病院あり」の

参加施設数がもっとも多かった（図 2.4-3）。 

 

 

図 2.4-3 参加病院別の参加施設数 
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  1 地域医療連携あたりの平均参加施設数 2.4.4.
 

1 地域医療連携あたりの平均参加施設数をみたものが図 2.4-4 である。単純平均 124.3

施設であり、2012 年度調査以降、漸増している（図 2.4-4）。 

 

 

図 2.4-4 １地域医療連携あたりの平均参加施設数 

※歯科診療所の項目は 2014 年度調査より採択 
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  地域区分別参加施設数 2.4.5.
  

地域区分別にみた参加施設数は、「中部」（9,563 施設）、「九州」（4,984 施設）、「関

東」（4,885 施設）の順に多く、平均参加施設数は、「中国」（172.3 施設）、「中部」（162.1

施設）、「関東」（157.6 施設）の順に多かった（図 2.4-5）。 

 

 

図 2.4-5 地域区分別参加施設数 
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  運営主体別参加施設数 2.4.6.
 

運営主体別にみた参加施設数は、「医師会」（8,093 施設）、「共同運営」（4,881 施設）、

「病院」（4,817 施設）の順に多かった。1 地域医療連携あたりの平均参加施設数では、

「一般社団法人・一般財団法人」（341.3 施設）、「企業」（243.6 施設）、「医師会」（207.5

施設）の順に多かった（図 2.4-6）。 

 

 

図 2.4-6 運営主体別参加施設数 
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 参加患者数 2.5.

 

 

  参加患者数 2.5.1.
 

本調査項目では、当該地域医療連携に参加している患者数について回答を依頼した。

また、参加患者のうち、参加同意書の取得済み患者数についても回答を依頼した。 

「参加患者数」が 1,909,794 人、そのうち参加同意書の取得済みの患者数は、1,291,487

人（67.6％）であった（図 2.5-1）。 

 

 

図 2.5-1 参加患者数 

 

（2017 年度より「参加同意書の取得済み患者数」の項目追加） 
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  地域区分別参加患者数 2.5.2.
 

地域区分別の参加患者数は、「東北」（540,550人）、「近畿」（334,174人）、「九州」（331,654

人）の順に多かった。 

参加患者のうち、「東北」、「近畿」では、約 4 割しか参加同意書の取得に至っておら

ず、「北海道」、「関東」、「中国」においては、ほぼ 100％の取得となっている。 

また、1 地域医療連携あたりの平均参加患者数においては、「東北」（23,502 人）、「中

国」（10,825 人）、「九州」（10,364 人）の順に多かった（図 2.5-2）。 

 

 

図 2.5-2 地域区分別参加患者数 
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  運営主体別参加患者数 2.5.3.
 

運営主体別の参加患者数は、「共同運営」（463,207 人）、「医師会」（296,494 人）、「病

院」（273,311 人）の順に多かった。 

参加同意を取得済みの割合は、「NPO」（101％）、「病院」（88.0％）が高く、「企

業」（12.3％）、「共同運営」（40.1％）において低い。 

「NPO」の同意取得率が 100％を超えているのは、事前に参加の同意を取得してお

り、病気等で実際に患者として登録されなかったケースが含まれるためである。 

また、1 地域医療連携あたりの平均参加患者数においては、「一般社団法人・一般財

団法人」（12,106 人）、「NPO」（11,714 人）、「共同運営」（10,293 人）の順に多かった（図

2.5-3）。 

 

 

図 2.5-3 運営主体別参加患者数 
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 参加の同意方法 2.6.

 

本調査項目では、当該地域医療連携のカバーする地域内の医療機関や介護施設が、

地域全体ですべて参加するのか、施設毎に参加の判断を行うのかについて回答を依頼

した。 

また、患者の視点から、地域医療連携への患者の参加の同意が、当該地域医療連携

に参加した施設のすべてで当該患者の情報連携を可能とする仕組みなのか、患者が施

設毎もしくは医師毎に情報連携の可否を指定する仕組みなのかについて回答を依頼し

た。 

 

  医療機関等の参加同意方法 2.6.1.
 

医療機関等（病院、医科診療所、歯科診療所、薬局）の参加の同意方法について、

243 地域から複数回答を得た。結果は、「施設毎の参加判断」を行う地域医療連携が 211

箇所ともっとも多く、「地域全体で参加」は 87 箇所であった（図 2.6-1）。 

 

図 2.6-1 医療機関等の参加同意方法 
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  介護・その他施設の参加同意方法 2.6.2.
 

介護・その他施設の参加の同意方法について、224 地域から複数回答を得た。結果

は、医療機関等と同様、「施設毎の参加判断」を行う地域医療連携が 117 箇所ともっと

も多く、「地域全体で参加」は 48 箇所であった（図 2.6-2）。 

 

 

図 2.6-2 介護・その他施設の参加同意方法 
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  患者の参加同意方法 2.6.3.
 

患者の視点からみた同意方法の選択肢は以下のとおりである。 

・参加施設すべての情報連携に一括同意：患者の同意があれば参加施設すべてで連 

携する方式 

・施設毎に情報連携の可否を指定：参加施設リスト等で患者が連絡先をいくつでも 

指定する方式 

・すべての施設毎に同意を得る：患者が受診する施設毎に同意をとる方式 

・連携するすべての医師毎に同意を得る：患者が受診する医師毎に同意をとる方式 

・その他の方式 

結果、239 地域から複数回答を得た。「すべての施設毎に同意を得る」（102 箇所）が

もっとも多く、ついで「施設毎に情報連携の可否を指定」（81 箇所）、「参加施設すべ

ての情報連携に一括同意」（80 箇所）、「連携をするすべての医師毎に同意を得る」（51

箇所）の順に多かった（図 2.6-3）。 

 

 

図 2.6-3 患者の参加同意方法  
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  新規患者からの参加同意方法 2.6.4.
 

新規患者からの参加同意の方法について 220 地域から複数回答を得た。結果は「同

意書による取得」が 197 箇所（89.5％）でもっとも多く、ついで「掲示板、ホームペ

ージ等による周知（黙示同意）」11 箇所（5.0％）、「口頭による了承」7 箇所（3.2%）

の順に多かった（図 2.6-4）。 

  その他の方法としては、施設により同意書か掲示板かを選択、最初に登録する機関

が包括同意を取得、重要事項説明書、個人情報保護同意書等の中で取得が挙げられた。 

 

 

図 2.6-4 新規患者からの参加同意方法 
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  参加同意後に撤回する場合の確認方法 2.6.5.
 

患者から同意を取得した後に、患者が同意の撤回（脱退）をする場合の確認方法に

ついて 219 地域から複数回答を得た。結果は「同意書の撤回（脱退）文書による」の

回答が 167 箇所（76.3％）でもっとも多く、ついで「口頭による了承」42 箇所（19.2％）、

その他 11 箇所（5.0％）の順に多かった（図 2.6-5）。 

 その他の方法としては、施設により同意書か掲示板かを選択、主治医に相談いただ

く、主治医による確認が挙げられた。 

 

 

図 2.6-5 参加同意後に撤回する場合の確認方法  
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  新たに参加施設が増えた場合の連携先同意取得方法 2.6.6.
 

患者が情報連携先を指定した後に、新たに参加施設が増えた場合、新たな連携先の

同意取得方法について 141 地域から複数回答を得た。結果は、「連携先追加の同意書に

よる取得」89 箇所（63.1％）がもっとも多かった。（図 2.6-6）。 

 

その他の方法としては、予め同意書へ「今後新たに参加する施設を含む」と記載し

ている、施設により同意書か掲示板かを選択、登録カードをその施設に提示、オプト

アウトがなければ同意となる、患者自身が開示カードを参加施設に提示することによ

る了承、システムによる連絡先の公開、在宅医療開始時に予め全ての連携先と情報共

有する旨の同意を取得、主治医からの連絡による取得、システムへの参加施設による

共有で同意を取得し新たな同意は取得しない、包括的に同意、施設毎に同意が挙げら

れた。 

 

 

図 2.6-6 新たに参加施設が増えた場合の連携先同意取得方法 
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 提供サービスの状況 2.7.

 

 

  連携している疾病の状況 2.7.1.
 

本調査項目では、当該地域医療連携に参加している医療機関間で連携を行っている

疾病について回答を依頼した。 

 

連携している疾病の状況について、223 地域から複数回答を得た。結果は「脳血管

障害」（60 箇所）がもっとも多く、ついで「大腿骨頸部骨折」（42 箇所）、「その他のが

ん」（42 箇所）の順に多かった（図 2.7-1）。 

 

 

図 2.7-1 連携している疾病の状況 
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  提供しているサービスの状況 2.7.2.
 

本調査項目では、当該地域医療連携で提供されているサービスもしくは機能につい

て回答を依頼した。 

 

提供されているサービスについて、250 地域から複数回答を得た。結果は、「画像情

報の連携」（186 箇所）がもっとも多く、ついで「診療情報の連携」（172 箇所）、「ネッ

トワークセキュリティ監視」（145 箇所）、「アンチウイルス機能」（139 箇所）の順に多

かった（図 2.7-2）。 

 

図 2.7-2 提供しているサービスの状況  

 

（2017 年度より「アンチウイルス機能」、「ネットワークのセキュリティ監視」、 

「セキュアメール」、「患者用 ID カードの発行」の選択項目追加） 
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  共有できる情報項目 2.7.3.
 

共有できる情報項目について、246 地域から複数回答を得た。「患者基本情報」（225

箇所）がもっとも多く、ついで、「病名情報」（186 箇所）、「画像」（149 箇所）、「検体

検査結果」（144 箇所）の順に多かった。逆に、共有が少ない情報項目は、「レセプト

情報」（23 箇所）、「調剤システム情報」（44 箇所）、「手術記録」（68 箇所）であった（図

2.7-3）。 

 

 

図 2.7-3 共有できる情報項目について

 

（2017 年度より「レセプト情報」、「調剤システム情報」の選択項目追加） 
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  共有情報の取得元のシステム 2.7.4.
 

共有情報の取得元のシステムについて、231 地域から複数回答を得た。「病院の電子

カルテより取得」（159 箇所）がもっとも多く、ついで「病院の画像システムより取

得」（147 箇所）、「検査センターの検査システムより取得」（49 箇所）の順に多かった（図

2.7-4）。 

 

 

図 2.7-4 共有情報の取得元のシステムについて        

 

（2017 年度より「病院（調剤システム）より取得」の選択項目追加） 
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 システムの状況 2.8.

 

 

  情報連携方式の推移 2.8.1.
 

開始年別に連携方式の推移を見ると、2011 年頃からクラウド型への取り組みが急増

している。この背景には 2011 年に発生した東日本大震災の影響が窺える。 

また、2016 年度に分散型が減っているが、これは分散型を予定していた地域がクラ

ウド型へ変更した、分散型を中止した結果である（図 2.8-1）。 

 

 

図 2.8-1 情報連携方式の推移 
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  情報連携の方式 2.8.2.
 

本調査項目では、当該地域医療連携の情報連携方式が、集中型（中核病院等の電子

カルテに他の施設が参加）か、分散型（各機関のシステムを相互に連携、リポジトリ

方式）か、クラウド型（データセンターを利用し各施設が参加）か、ハイブリッド型（災

害対策等を備えたタイプ、外部データサーバにバックアップ等）かを選択する（複数

回答可）形式で回答を依頼した。 

 

情報連携の方式について、244 地域から複数回答を得た。「クラウド型」（134 箇所）

がもっとも多く、ついで「集中型」（63 箇所）、「分散型」（59 箇所）の順に多かった（図

2.8-2）。 

 

 

図 2.8-2 情報連携の方式 

 

（2017 年度より「ハイブリット型」の選択項目追加） 
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  運営主体別情報連携の方式 2.8.3.
 

運営主体別にみた情報連携の方式は、「病院」では「集中型」が多く採用されている

が、他の運営主体では「クラウド型」が多くを占める結果であった（図 2.8-3）。 

 

 

図 2.8-3 運営主体別情報連携の方式 

 

（2017 年度より「ハイブリット型」の選択項目追加） 
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  情報共有の形態の推移 2.8.4.
 

情報共有の形態の推移は、2009 年以降、「参照のみ」より「双方向での共有」の取

り組みが多かったが、今回調査では「参照のみ」の方が多い結果であった（図 2.8-4）。 

 

 

図 2.8-4 情報共有の形態の推移 
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  情報共有の形態 2.8.5.
 

本調査項目では、情報共有の形態が、双方向（参加医療機関全体で、当該患者の医

療情報を更新）か、参照のみ（診療所などが中核病院等のデータを参照するのみ）か

について回答を依頼し、240 地域から複数回答を得た。「参照のみ」を実施しているケ

ース（170 箇所）の方が多い結果であった（図 2.8-5）。 

 

図 2.8-5 情報共有の形態 
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  運営主体別の情報共有の形態 2.8.6.
 

運営主体別にみた場合の情報共有の形態では、「病院」は「参照のみ」が多かったが、

他の運営主体では、「参照のみ」と「双方向での共有」の両方の形態をとっている結果

であった（図 2.8-6）。 

 

 

図 2.8-6 運営主体別情報共有の形態 
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  地域共通 ID の利用 2.8.7.
 

患者の医療情報は医療機関毎に独自のカルテ番号などで管理されており、複数の医

療機関で患者の医療情報を共有する場合、地域で共通して用いる当該患者の共通 ID 番

号（以下、地域共通 ID とする）を必要とする運用設計が多い。この ID 番号は必ずし

も明示されているものではなく、地域医療連携システムの裏側で、各医療機関のカル

テ番号を結びつける為に用いられているケースもある。一方、紹介元医療機関からの

患者紹介と紹介先の医療機関の承諾による 1 対 1 の連携を基軸とする場合などでは、

共通 ID を不要とすることが多い。 
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地域共通 ID の利用状況について、222 地域から複数回答を得た。結果は

「ID-Link3」（70 箇所）がもっとも多く、ついで「HumanBridge4」（59 箇所）、「その他

の共通システム」（53 箇所）、「（光）タイムライン5」（3 箇所）、「HARMONY suite6」（3

箇所）、「STELLAR7」（3 箇所）、「プライムアーチ8」（1 箇所）の順に多かった（図 2.8-7）。 

 

 

図 2.8-7 地域共通 ID の利用状況 

 

(2017 年度より「その他の共通システム」の選択項目追加) 

 

                                            
 
3 ID-Link 地域医療連携ネットワークサービス（日本電気株式会社）
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4 HumanBridge EHR ソリューション（富士通株式会社） 

http://www.fujitsu.com/jp/solutions/industry/healthcare/products/humanbridge/ 
5 「光タイムライン」診療情報連携システム（東日本電信電話株式会社） 

 https://www.ntt-east.co.jp/business/solution/hikari-timeline/ 
6 HARMONY suite （株式会社電算） 

http://www.dsnx.net/HARMONYsuite/ 
7 STELLAR （株式会社アストロステージ） 

http://www.astrostage.co.jp/product/stellarnet/stellarnet_outline.html#contents 
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  障害対策（バックアップ）の状況 2.8.8.
 

本調査項目では、当該地域医療連携の障害・大規模災害時の対策方法について回答

を依頼した。 

 

障害対策（バックアップ）について、236 地域から複数回答を得た。結果は「提供

ベンダーのサービスを利用」（124 箇所）がもっとも多く、地域医療連携パッケージと

してセット化されている様子が窺えた。ついで「特別な対策はしていない」（52 箇所）、

「磁気メディア等の別媒体への保存」（42 箇所）、「待機系サーバを遠隔地に設置」（28

箇所）の順に多かった（図 2.8-8）。 

 

 

図 2.8-8 障害対策（バックアップ）の状況 
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  厚生労働省標準規格の採用状況 2.8.9.
 

本調査項目では、厚生労働省において保健医療情報分野の標準とされた規格（厚生

労働省標準規格）9の地域医療連携での採用状況について回答を依頼した。 

 

調査時の厚生労働省標準規格の正式名称は、以下のとおりである。 

 

HS001  医薬品 HOT コードマスター 

HS005  ICD10 対応標準病名マスター 

HS007  患者診療情報提供書及び電子診療データ提供書（患者への情報提供） 

HS008  診療情報提供書（電子紹介状） 

HS009  IHE 統合プロファイル「可搬型医用画像」およびその運用指針 

HS010  保健医療情報-医療波形フォーマット－第 92001 部：符号化規則 

HS011  医療におけるデジタル画像と通信（DICOM） 

HS012  JAHIS 臨床検査データ交換規約 

HS013  標準歯科病名マスター 

HS014  臨床検査マスター 

HS016  JAHIS 放射線データ交換規約 

HS017  HIS, RIS, PACS, モダリティ間予約, 会計, 照射録情報連携指針 

（JJ1017 指針） 

HS022  JAHIS 処方データ交換規約 

HS024  看護実践用語標準マスター 

HS025  地域医療連携における情報連携基盤技術仕様 

HS026  SS-MIX2 ストレージ仕様書および構築ガイドライン 

 

 

                                            
 
9 保健医療情報分野の標準とされた規格：厚生労働省 平成 28 年 3 月 28 日 「保健医療情報分野の標準

規格（厚生労働省標準規格）について」の 一部改正について  医政発 0328 第 6 号，政社発 0328 第 1 号 
http://helics.umin.ac.jp/files/MhlwTsuuchi/MhlwTuchiSeisha160328-2.pdf 
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厚生労働省標準規格の採用状況について、225 地域から複数回答を得た。結果は、

「HS011 医療におけるデジタル画像と通信（DICOM）」（137 箇所）がもっとも多く、

ついで「HS026  SS-MIX2 ストレージ仕様書および構築ガイドライン」（102 箇所）、

「HS005 ICD10 対応標準病名マスター」（91 箇所）の順に多かった（図 2.8-9）。 

 

 

図 2.8-9 厚生労働省標準規格の採用状況 
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  地域医療連携における情報連携基盤技術仕様 2.8.10.
 

厚生労働省より保健医療情報分野の標準規格として認めるべき規格10が公表され、使

用する用語やコード、フォーマット、情報交換するための規格が示されている。 

標準規格である「地域医療連携における情報連携基盤技術仕様」は、41 箇所の連携

で使用されていたが、情報連携基盤技術仕様の詳細について、112 地域から複数回答

を得た（図 2.8-9、図 2.8-10）。 

「PIX11/PIXV312/PDQ13/PDQV314」（37 箇所）がもっとも多く、ついで「XCA15」（31

箇所）、「XDS.b16」（27 箇所）、「CT17」（25 箇所）、「ATNA18」（6 箇所）「XDS-I.b19」（4

箇所）、「XCA-I20」（2 箇所）、「XDR21」（1 箇所）、「XCPD22」（1 箇所）の順に多かった（図

2.8-10）。 

 

 

  

                                            
 
10  保健医療情報分野の標準規格として認めるべき規格：厚生労働省 「平成 22 年 3 月 31 日 医政発 0331
第 1 号」 http://www.mhlw.go.jp/bunya/iryou/johoka/dl/02.pdf 
11 PIX(Patient Identifier Cross-referencing)：患者 ID 相互参照。複数の更新たによる衝突を管理 
12 PIXV3(Patient Identifier Cross-Reference HL7 V3)：患者 ID 相互参照 V3  PIX と同等 
13 PDQ(Patient demographics Query)：患者基本情報の問い合わせ 
14 PDQV3(Patient Demographic Query HL7 V3)：患者基本情報の問い合わせ 
15 XCA(Cross-Community Access) ：コミュニティ間連携 
16 XDS.b(Cross-Enterprise Document Sharing) ：施設間情報共有 
17 CT(Consistent Time) ：時刻同期 
18 ATNA(Audit Trail and Node Authentication) ：監査証跡およびノード認証 
19 XDS-I.b(Cross-Enterprise Document Sharing for Imaging) ：画像のための施設間情報共有 
20 XCA-I(Cross-Community Access for Imaging) ：コミュニティ間連携 
21 XDR(Cross-enterprise Document Reliable Interchange) ：情報共有機能 
22 XCPD(Cross-Community Patient Discovery) ：患者 ID 管理機能。地域コミュニティ間連携 
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図 2.8-10 情報連携基盤技術仕様
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  通信ネットワークの採用状況 2.8.11.
 

本調査項目では、当該地域医療連携で採用された通信ネットワークの接続方式につ

いて、「医療機関等（開示側）」、「医療機関等（閲覧側）」、「介護・その他施設」、「患者」

に分けて回答を依頼した。 

 

ネットワークを利用して、医療機関が外部と医療情報を交換する場合の接続方式に

ついては、厚生労働省の「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン第 5 版（平

成 29 年 5 月）」23を遵守することが求められている。本項では、地域医療連携に専用の

閉域ネットワーク（IP-VPN24網）が用意されている場合と、オープンなインターネッ

トを利用する場合に推奨されるセキュリティ強度の高い接続方式（IPSec25+IKE26）の

採用状況について回答を依頼した。あわせてインターネットで一般的なセキュリティ

接続方式である TLS1.2 の利用状況についても回答を依頼した。 

 

なお、本項での回答結果が TLS1.2 であったとしても、当該地域医療連携のセキュ

リティが比較的低いと考えるのは尚早である。他のセキュリティと組み合わせていた

り、データそのものが予め暗号化されていることもあり得る。 

 

  

                                            
 
23 「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン第 5 版（平成 29 年 5 月）」：厚生労働省 
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000166275.html  
24 IP-VPN（Internet Protocol-Virtual Private Network）：通信事業者が独自に構築した閉域 IP 網を利

用した VPN 
25 IPSec（SecurICTy ArchICTecture for Internet Protocol）：インターネットで暗号通信を行うための規

格 
26 IKE（Internet Key Exchange）：暗号鍵を交換する通信プロトコル。IPSec で暗号化通信を行う前の

準備として用いられる 
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開示側の医療機関等で使われる通信ネットワークについて、225 地域から複数回答

を得た。結果は、「インターネット VPN（IPSec+IKE）」（118 箇所）がもっとも多く、

「IP-VPN」（74箇所）、「インターネット（TLS1.2）」（56箇所）の順に多かった（図2.8-11）。 

 

 

図 2.8-11 医療機関等（開示側）の通信ネットワーク採用状況 

（2017 年度より「その他のインターネット」の選択項目追加） 
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閲覧側の医療機関等で使われる通信ネットワークについて、225 地域から複数回答

を得た。結果は、「インターネット VPN（IPSec+IKE）」（121 箇所）がもっとも多く、

「インターネット（TLS1.2）」（78 箇所）、「IP-VPN」（45 箇所）の順に多かった（図 2.8-12）。 

 

 

図 2.8-12 医療機関等（閲覧側）の通信ネットワーク採用状況 

（2017 年度より「その他のインターネット」の選択項目追加） 
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介護・その他施設で使われる通信ネットワークについて、215 地域から複数回答を

得た。結果は、「インターネット VPN（IPSec+IKE）」（61 箇所）がもっとも多く、つい

で「インターネット（TLS1.2）」（58 箇所）、「IP-VPN」（14 箇所）の順に多かった（図

2.8-13）。 

 

 

図 2.8-13 介護・その他施設の通信ネットワーク採用状況 

（2017 年度より「その他のインターネット」の選択項目追加） 
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患者との間で使われる通信ネットワークの採用状況について、206 地域から複数回

答を得た。結果は、「インターネット（TLS1.2）」（17 箇所）、「インターネット

VPN（IPSec+IKE）」（10 箇所）、「その他のインターネット」（10 箇所）の順に多かった

が、大部分の地域で実施していなかった（図 2.8-14）。 

 

 

図 2.8-14 患者の通信ネットワーク採用状況 

（2017 年度より「その他のインターネット」の選択項目追加） 
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  ログインセキュリティの採用状況 2.8.12.
 

本調査項目では、当該地域医療連携を利用する際のログインセキュリティについて

「医療機関等（病院、医科診療所、歯科診療所、薬局）」、「介護・その他施設」、「患者」

に分けて回答を依頼した。 

 

医療機関・薬局で使われるログインセキュリティについて、234 地域から複数回答

を得た。結果は、「ID とパスワード」（219 箇所）が大部分を占め、ついで「HPKI27電

子証明書（IC カード）」（22 箇所）、「PKI28電子証明書（IC カード）」（13 箇所）の順に

多かった（図 2.8-15）。 

「ID とパスワード」の回答が多いことから、「ID とパスワード」の回答地域のみに

限定して他の認証要素との組み合わせについて調べたのが、図 2.8-16 である。「ID と

パスワード」との組み合わせについて、219 箇所のうち最大 45 箇所（複数回答のため）

でしか他の認証要素との組み合わせが確認できなかった。なお、前項で述べた「医療

情報システムの安全管理に関するガイドライン第 5 版」では「2 要素認証29」を採用す

ることが望ましいと明記されている。 

  

                                            
 
27 HPKI（Health Public Key Infrastructure）：保健医療福祉分野の国家資格（＋管理者）を確認するた

めの公的な電子認証基盤 
28 PKI(Public Key Infrastructure)：公開鍵暗号方式による電子認証の技術基盤 ＝公開鍵認証基盤 
29 2 要素認証：2 つの認証方式を併用して精度を高めた認証方式のこと（IC カードとパスワードの組み

合わせなど） 
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図 2.8-15 医療機関・薬局ログインセキュリティの採用状況 

 
（2017 年度より「SIM 認証」、「SMS 認証、コールバック認証」の選択項目追加） 

 

図 2.8-16 医療機関・薬局「ID とパスワード」と組合せのログインセキュリティ 

 
（2017 年度より「SIM 認証」、「SMS 認証、コールバック認証」の選択項目追加） 
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介護・その他施設で使われるログインセキュリティについて、215 地域から複数回

答を得た。結果は、「ID とパスワード」（122 箇所）がもっとも多く、ついで「PKI 電

子証明書（IC カード）」（6 箇所）、「HPKI 電子証明書（IC カード）」（5 箇所）の順に多

かった（図 2.8-17）。 

 

 

図 2.8-17 介護・その他施設ログインセキュリティの採用状況 

 

（2017 年度より「SIM 認証」、「SMS 認証、コールバック認証」の選択項目追加） 
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患者からの情報アクセスで使われるログインセキュリティについて、207 地域から

複数回答を得た。結果は、「ID とパスワード」（35 箇所）がもっとも多かったが、大半

の地域で実施していないことが判明した（図 2.8-18）。 

 

 

図 2.8-18 患者ログインセキュリティの採用状況 

 

（2017 年度より「SIM 認証」、「SMS 認証、コールバック認証」の選択項目追加） 
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 医療情報連携ネットワークの運用管理 2.9.

 

 

 本調査項目では、医療情報連携ネットワークの運用管理についてどのような対策を

行っているかについて回答を依頼した。 

 

 

  運用管理規程等の整備 2.9.1.
 

運用管理規程等の整備状況について、233 地域から複数回答を得た。「運用管理規程

の制定」（211 箇所）がもっとも多く、ついで「操作マニュアルの整備」（207 箇所）、

「個人情報保護方針の策定」（199 箇所）の順に多かった（図 2.9-1）。 

 

 

図 2.9-1 運用管理規程等の整備状況 
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  安全管理 2.9.2.
 

安全管理対策について、230 地域から複数回答を得た。結果は、「ウィルスソフトを

最新バージョンに保つ」（190 箇所）がもっとも多く、ついで「従事者との守秘義務契

約（166 箇所）」、「共有情報サーバ等の設備室の入退管理」（163 箇所）の順に多かった（図

2.9-2）。 

 

 

図 2.9-2 安全管理対策 

 

（2017 年度より「事業継続計画（BCP）の策定」の選択項目追加） 
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  主なIT関連企業 2.10.

 

 

  主な IT 関連企業 2.10.1.
 

本調査項目では、当該地域医療連携システムの構築ならびに運営を支援する企業名

について、回答を依頼した。自由記載としたことから企業名称が統一されていないた

め、回答結果については「別添 2 主な IT 関連企業（回答内容について非公開を希望

した地域の回答を除く）」に参考として掲載した。 

 

 

  サービス利用・参加料金の状況 2.11.

 

本調査項目では、当該地域医療連携に参加している施設別に負担金額について回答

を依頼した。 

 

 

  開示側 施設別サービス利用料金・参加料金の徴収状況 2.11.1.
 

地域医療連携に参加する際に開示側の施設から、サービス利用料金・参加料金を徴

収している（有料）か、徴収していない（無料）かについて 222 地域から複数回答を

得た。 

「病院」においては、68 箇所（31％）が有料であったが、「医科診療所」、「歯科診

療所」、「薬局」、「介護施設・その他施設」においては概ね 8 割以上が無料であった（図

2.11-1）。  
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図 2.11-1 開示側 施設別サービス利用料金・参加料金の徴収状況 

 
（2017 年度より「介護施設」、「その他施設」を「介護施設・その他施設」に変更） 
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  閲覧側 施設別サービス利用料金・参加料金の徴収状況 2.11.2.
 

地域医療連携に参加する際に閲覧側の施設から、サービス利用料金・参加料金を徴

収している（有料）か、徴収していない（無料）かについて回答を得た。 

いずれの施設でも、8 割近くが無料であった（図 2.11-2）。 

 

病院においては閲覧側の方が無料の割合が高く、その他の施設においては開示側の

方が無料の割合が高かった（図 2.11-1、図 2.11-2）。 

 

 

図 2.11-2 閲覧側 施設別サービス利用料金・参加料金の徴収状況 

 

（2017 年度より「介護施設」、「その他施設」を「介護施設・その他施設」に変更） 
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  施設別サービス利用料金・参加料金の平均額 2.11.3.
 

サービス利用料金・参加料金を徴収している地域医療連携より、サービス利用料金・

参加料金について複数回答を得た。 

 

有料地域のみの場合、平均で月額 23,591 円を徴収していることが判明した。参加施

設別にみると、「病院」53,139 円／月、「歯科診療所」13,135 円／月、「医科診療所」12,054

円／月の順に高かった（図 2.11-3）。 

無料地域を含んだ場合、平均で月額 3,569 円徴収していることが判明した。参加施

設別にみると、「病院」11,809 円／月、「医科診療所」2,020 円／月、「歯科診療所」1,737

円／月の順に高かった（図 2.11-4）。 
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図 2.11-3 施設別サービス利用料金・参加料金の徴収状況（有料地域のみ） 

 
（2017 年度より「介護施設」、「その他施設」を「介護施設・その他施設」に変更） 

 

図 2.11-4 施設別サービス利用料金・参加料金の徴収状況（無料地域含む） 

 
（2017 年度より「介護施設」、「その他施設」を「介護施設・その他施設」に変更） 
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  運営主体別サービス利用料金・参加料金の平均額 2.11.4.
 

サービス利用料金・参加料金を徴収している（有料地域のみ）地域医療連携より、

サービス利用料金・参加料金について 88 地域から複数回答を得た。平均サービス利

用・参加料金は月額 54,324 円であった。 

運営主体別にみると、「その他」106,279 円／月、「病院」88,589 円／月、「一般社団

法人・一般財団法人」66,527 円／月の順に高かった（図 2.11-5）。 

 

 

図 2.11-5 運営主体別サービス利用料金・参加料金の徴収状況（有料地域のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

88,589 

29,467 

66,527 

31,000 

10,406 

40,000 

30,565 

106,279 

54,324 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

病院

（n=16）
医師会

（n=18）
一般社団法人

一般財団法人

（n=11）

NPO
（n=11）

行政

（n=3）
企業

（n=1）
共同運営

（n=17）
その他

（n=11）
全団体

（n=88）

平均月額（円）

複数回答あり



68 
 

  医科診療所の運営主体別サービス利用・参加料金の平均額 2.11.5.
 

医科診療所のうち、サービス利用料金・参加料金を実際に徴収している（有料地域

のみ）連携は、「開示側医科診療所」41 箇所、「閲覧側医科診療所」46 箇所（図 2.11-1、

図 2.11-2）あわせて 87 箇所であり、そのうち 64 地域から回答を得た。 

平均で 12,054 円徴収しており、運営主体別では、「その他施設」50,857 円／月がも

っとも高く、ついで「企業」30,000 円／月、「病院」22,768 円／月の順に高かった（図

2.11-6）。 

 

図 2.11-6  医科診療所の運営主体別サービス利用・参加料金の平均額（有料地域のみ） 
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  システム構築費用・運用費用の状況 2.12.

 

 

  システム構築費用（累積）の状況 2.12.1.
 

本調査項目では、当該地域医療連携のシステム構築にかかった累積費用について回

答を依頼した。無料地域を含め 203 地域から回答を得た。 

 

システム構築費用（累積）について、「有料地域のみの場合」、「無料地域を含む場合」

に分けた。 

「有料地域のみの場合」のシステム平均構築費用（累積）は、約 1 億 7,600 万円、

最高構築費用（累積）は 55 億円であった（図 2.12-1）。 

「無料地域を含めた場合」のシステム平均構築費用（累積）は、約 1 億 4,900 万円

であった（図 2.12-2）。 

 

有料地域では、「100 万円～3,000 万円未満」（75 箇所）がもっとも多く、ついで 

「1 億円～3 億円未満」（34 箇所）、「3,000 万円～5,000 万円未満」（21 箇所）、「5,000 万

円～1 億円未満」（17 箇所）の順に多かった。 

「10 億円以上」の高額システムについては 5 箇所であった（図 2.12-1）。 
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図 2.12-1 システム構築費用（累積）概算（有料地域のみ） 

 

 

図 2.12-2 システム構築費用（累積）概算（無料地域含む） 
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  地域区分別システム構築費用（累積）の状況 2.12.2.
 

地域区分別のシステム構築費用（累積）を「有料地域のみの場合」、「無料地域を含

む場合」に分けた。 

いずれの場合においても「東北」、「近畿」が全国平均額よりも高い値を示す一方、

「北海道」、「関東」、「中部」、「中国」は全国平均よりも低い値となっている。 

有料システムを使用している地域 171 箇所、無料システムを使用している地域 32

箇所であった。 

無料システムを使用している地域区分は「東北」0 箇所に対し、「中部」10 箇所、「関

東」および「九州」6 箇所となっており、地域による大きな差がみられた（図 2.12-3、

図 2.12-4）。 

「中部」の無料システムは、名古屋大学医学部附属病院 先端医療・臨床研究支援セ

ンターが開発した「電子＠連絡帳30」を使っているケースが目立った。  

                                            
 
30 電子＠連絡帳：http://www.nu-camcr.org/cms/ecn-soudan/ 
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図 2.12-3 地域区分別システム構築費用（累積）の平均額（有料地域のみ） 

 

図 2.12-4 地域区分別システム構築費用（累積）の平均額（無料地域含む） 
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  運営主体別システム構築費用（累積）の状況 2.12.3.
 

運営主体別のシステム構築費用（累積）を「有料地域のみの場合」、「無料地域を含

んだ場合」に分けた。 

いずれの場合においても「一般社団法人・一般財団法人」、「NPO」、「行政」、「その

他」においては全国平均額よりも高い値を示す一方、「病院」、「医師会」、「企業」、「共

同運営」は全国平均よりも低い値となり、運営主体による大きな差がみられた（図

2.12-5、図 2.12-6）。 
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図 2.12-5 運営主体別システム構築費用（累積）の平均額（有料地域のみ） 

 

 

 図 2.12-6 運営主体別システム構築費用（累積）の平均額（無料地域含む）  
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  対象範囲別システム構築費用（累積）の状況 2.12.4.
 

対象範囲別のシステム構築費用（累積）を「有料地域のみの場合」、「無料地域を含

んだ場合」に分けた。 

いずれの場合も「複数県にまたがる連携」、「全県域での連携」の地域は、平均構築

費用（累積）より高く、「二次医療圏」、「市区町村単位」、「その他」の地域では低いこ

とが判明した（図 2.12-7、図 2.12-8）。 

 

  



76 
 

図 2.12-7 対象範囲別システム構築費用（累積）の平均額（有料地域のみ） 

 

図 2.12-8 対象範囲別システム構築費用（累積）の平均額（無料地域含む） 
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  地域共通 ID 別システム構築費用（累積）の状況 2.12.5.

 

地域共通 ID 別のシステム構築費用（累積）について、メーカー製の場合、通常有

料のため有料地域の場合に限りみた（図 2.12-9）。 

 

HumanBridge と ID-Link は同じような対象範囲をカバーしている（図 2.12-10）が、

HumanBridge の方が、約 1.5 倍高かった。 

使用する地域共通 ID により、構築費用（累積）に大きな差がみられた。 

 

 

図 2.12-9 地域共通 ID 別システム構築費用（累積）の平均額（有料地域のみ） 
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図 2.12-10 地域共通 ID 別の対象範囲（有料地域のみ） 
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  システム構築費用（年換算）の状況 2.12.6.
 

前項ではシステム構築費用の累積を示したが、30 年間近く運用している地域もある

ため、システム構築費用を運用開始以降の年数で割り、1 年間の平均金額を示したも

のが図 2.12-11 および図 2.12-12 である。 

有料地域のみの場合、平均運用年数 5.86 年、年間 3,583 万 9 千円のシステム構築費

用がかかっている。 

無料地域を含む場合、平均運用年数 5.84 年、年間 3,018 万 9 千円のシステム構築費

用がかかっている。 
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図 2.12-11 システム構築費用（年換算）の平均額（有料地域のみ） 

 

 

図 2.12-12 システム構築費用（年換算）の平均額（無料地域含む） 
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  地域区分別システム構築費用（年換算）の状況 2.12.7.
 

地域区分別にみると有料地域のみ、無料地域を含むいずれの場合においても「東北」、

「九州」が全国平均額よりも高い値を示す一方、「北海道」、「関東」、「中部」、「近畿」、

「中国」は全国平均額よりも低い値となっている（図 2.12-13、図 2.12-14）。 
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 図 2.12-13 地域区分別システム構築費用（年換算）の平均額（有料地域のみ） 

 

 

図 2.12-14 地域区分別システム構築費用（年換算）の平均額（無料地域含む） 
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  運営主体別システム構築費用（年換算）の状況 2.12.8.
 

運営主体別にみたシステム構築費用（年換算）は、有料地域のみ、無料地域を含む

いずれの場合においても「医師会」、「一般社団法人・一般財団法人」、「NPO」、「その

他」が全国平均額よりも高い値を示す一方、「病院」、「行政」、「企業」、「共同運営」は、

全国平均額よりも低い値となっている（図 2.12-15、図 2.12-16）。 
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図 2.12-15 運営主体別システム構築費用（年換算）の平均額（有料地域のみ） 

 

 

図 2.12-16 運営主体別システム構築費用（年換算）の平均額（無料地域含む） 
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  対象範囲別システム構築費用（年換算）の状況 2.12.9.
 

対象範囲別にみたシステム構築費用（年換算）は、有料地域のみ、無料地域を含む

いずれの場合においても「全県域」での連携が全国平均額よりも高い値を示す一方、

「二次医療圏」、「市区町村」、「その他」は、全国平均額よりも低い値となっている。  

「複数県にまたがる」地域では、有料地域のみの場合は若干平均額より高いが、無

料地域を含めた場合は全国平均額よりも低くなっている（図 2.12-17、図 2.12-18）。 
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図 2.12-17 対象範囲別システム構築費用（年換算）の平均額（有料地域のみ） 

 

 

図 2.12-18 対象範囲別システム構築費用（年換算）の平均額（無料地域含む） 
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  地域共通 ID 別システム構築費用（年換算）の状況 2.12.10.

 

 地域共通 ID 別のシステム構築費用（年換算）について、メーカー製の場合、通

常有料のため有料地域の場合に限りみた。 

 

構築費用（累積）同様、年換算の費用においても ID-Link と較べて HumanBridge の

方が、約 1.6 倍高かった（図 2.12-19）。 

 

 

図 2.12-19 地域共通 ID システム構築費用（年換算）の平均額（有料地域のみ） 
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  システム運用費用の状況 2.12.11.
 

本調査項目では、当該地域医療連携システムの運用にかかる費用について回答を依

頼した。 

 

年間の「運用費用全体」の平均額は約 1,200 万円であった。そのうち、システムの

「保守」にかかる平均費用は約 620 万円であった（図 2.12-20）。 

 

 

図 2.12-20 システム運用費用概算平均額（有料地域のみ） 
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  地域区分別システム運用費用の状況 2.12.12.
 

地域区分別にみた場合のシステム運用費用の平均額は、「九州」約 2,900 万円がもっ

とも高く、ついで「中国」約 2,600 万円、「東北」約 1,300 万円の順に高かった。 

一方、「北海道」約 340 万円、「中部」約 490 万円においては、500 万円未満と地域

により大きな差がみられた（図 2.12-21）。 

 

 

図 2.12-21 地域区分別システム運用費用の平均額（有料地域のみ） 
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  運営主体別システム運用費用の状況 2.12.13.
 

運営主体別にみた場合のシステム運用費用の平均額は、「一般社団法人・一般財団法

人」約 2,000 万円、「共同運営」約 1,800 万円、「医師会」約 1,700 万円、「NPO」約 1,300

万円が全国平均（約 1,200 万円）よりも高い値を示す一方、「病院」約 420 万円、「企

業」約 740 万円、「その他」約 970 万円の順に低く、運営主体により大きな差がみられ

た（図 2.12-22）。 

 

 

図 2.12-22 運営主体別システム運用費用の平均額（有料地域のみ） 
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  対象範囲別システム運用費用の状況 2.12.14.
 

対象範囲別にみた場合のシステム運用費用の平均額は、「複数県にまたがる」約 3,500

万円、「全県域」約 2,200 万円、「市区町村単位」約 600 万円の順となっている。 

「複数県にまたがる連携」、「全県域での連携」の地域は、平均運用費用より高く、

「二次医療圏」、「市区町村単位」、「その他」の地域では、平均運用費用より低いこと

が判明した（図 2.12-23）。 

 

 

図 2.12-23 対象範囲別システム運用費用の平均額（有料地域のみ） 
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  地域共通 ID 別システム運用費用の状況 2.12.15.

 

地域共通 ID 別のシステム運用費用（年換算）について、メーカー製の場合、通常有

料のため有料地域の場合に限りみた。 

地域共通 ID 別にみた場合のシステム運用費用平均額は 1,094 万円、「ID-Link」270

万 9 千円がもっとも低かった。 

システム構築費用同様、運用費用においても ID-Linkと較べてHumanBridgeの方が、

約 3.5 倍高かった（図 2.12-24）。 

 

 

図 2.12-24 地域共通 ID 別システム運用費用の平均額（有料地域のみ） 
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  既存システムとの連携費用 2.12.16.
 

 医療機関で使用している既存の電子カルテやレセコン等と地域医療連携システムを

連携する費用について、200 床以上か否かに分けて 19 地域から回答を得た。 

平均で約 1,660 万円の連携費用がかかっており、200 床以下の病院においての方が高

かった（図 2.12-25）。 

 

 

図 2.12-25 既存システムとの連携費用  
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  地域医療再生臨時特例交付金の用途 2.12.17.
 

地域医療再生臨時特例交付金の用途について、48 地域から複数回答を得た。「連携

システム環境構築費用」（36 箇所）がもっとも多く、ついで「ゲートウェイサーバ費

用」（35 箇所）、「ネットワーク費用」（31 箇所）、「院内システムとの接続費用」（30 箇

所）の順に多かった（図 2.12-26）。 

 

 

図 2.12-26 地域医療再生臨時特例交付金の用途 
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  地域医療介護総合確保基金の用途 2.12.18.
 

地域医療介護総合確保基金の用途について、51 地域から複数回答を得た。「連携シ

ステム環境構築費用」（34 箇所）がもっとも多く、ついで「ネットワーク費用」（26 箇

所）、「ゲートウェイサーバ費用」（22 箇所）、「院内システムとの接続費用」（18 箇所）

の順に多かった（図 2.12-27）。 

 

 

図 2.12-27 地域医療介護総合確保基金の用途  
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  システム構築費用・運用費用の負担 2.13.

 

 

  システム構築費用の負担者 2.13.1.
 

本調査項目では、当該地域医療連携のシステム構築にかかった費用の負担者につい

て回答を依頼した。 

 

システム構築費用の負担者について、223 地域から複数回答を得た。結果は、「自治

体」（82 箇所）がもっとも多く、ついで「厚生労働省」（80 箇所）、「参加施設」（80 箇

所）、「その他」（51 箇所）の順に多かった。 

また、民間資金（122 箇所）より公的資金（201 箇所）の方が多かった（図 2.13-1）。 

 

 

図 2.13-1 システム構築費用の負担者 
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  システム運用費用の負担者 2.13.2.
 

本調査項目では、当該地域医療連携のシステムの運用費用の負担者について回答を

依頼した。 

 

システム運用費用の負担者について、221 地域から複数回答を得た。結果は、地域

医療連携の「参加施設」（118 箇所）がもっとも多く、ついで「自治体」（78 箇所）、「医

療関係団体（医師会等）」（57 箇所）の順に多かった。公的資金（96 箇所）より、医療

提供側の資金（民間資金）（179 箇所）で多く運用されている様子が窺えた（図 2.13-2）。 

 

 

図 2.13-2 システム運用費用の負担者 

 

 

  

78

18

118

57

2 2

50

0

20

40

60

80

100

120

140

自治体 国 参加施設 医療関係

団体

（医師会等）

保険者 患者 その他

連携数

（n=221）複数回答あり

公的資金 96 民間資金 179



98 
 

  将来システム更改時の費用負担 2.13.3.
 

本調査項目では、将来のシステム更改時の費用負担について回答を依頼した。 

 

導入済みの地域医療連携システムにおいて、将来、システム更改時に発生する費用

をどのように負担するか、216 地域から複数回答を得た。 

結果は、「未定」（127 箇所）がもっとも多く、ついで「公的資金より負担」（60 箇所）、

「サービス利用料金等の収入より負担」（44 箇所）の順に多かった。 

58.8％の地域において、今後、システムを更改する際の費用をどこから捻出するか

が決まっていない状況が判明した（図 2.13-3）。 

 

 

図 2.13-3 将来システム更改時の費用負担 
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  連携実績 2.14.

 

 本調査項目では、医療情報連携ネットワークの参加、連携実績について 2017 年 10 月～

12 月の間のポータルサイトへのログイン数、及び、開示施設の患者情報へのアクセス回数

の回答を依頼した。 

 

 医療情報連携ネットワークでは、通常、医療機関からポータルサイトへログインし、そ

の後、開示施設への患者情報にアクセスする方法が一般的である。 

 このため、本調査では、地域医療情報連携ネットワークにおいて、実質的なログイン回

数や患者情報へのアクセス回数について回答を依頼した。 

 また、同時に、ポータルサイトへのログイン実績、患者情報へのアクセス実績のある施

設数についても回答を依頼した。このようなログイン実績、患者情報へのアクセス実績を

見ることにより、地域医療情報連携ネットワークが多施設と連携しているかどうかを見た。 
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  ポータルサイトへのログイン回数 2.14.1.
 

2017 年 10 月～12 月の間のポータルサイトへの総ログイン数について 179 地域から

回答を得た。 

ポータルサイトへのログイン回数は、情報連携基盤となるポータルサイトの利用数

を示しており、この回数が多いことは、医療機関はじめ、介護施設や薬局、患者など

の利用も多いことが推察される。ポータルサイトへの平均ログイン回数は、11,518 回

であった。 

地域区分別にみたところ、「関東」、「中部」で平均ログイン回数が多く、ポータ

ルサイトを活用した情報共有が活発と考えられる（図 2.14-1）。 

 

 

図 2.14-1 地域区分別ポータルサイトへのログイン回数 
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2.14.2.  ポータルサイトへのログイン実績のある施設数 

 

2017 年 10 月～12 月の間のポータルサイトへのログイン実績のある施設数について

154 地域から回答を得た。 

ポータルサイトへのログイン実績のある施設数が多いことは、医療情報連携ネット

ワークにおいて、情報連携基盤となるポータルサイトを用いて、多くの施設間連携が

行われていることを示している。この数が大きいほど、医療情報連携ネットワークの

規模（連携している施設数や登録してある患者数）が大きくなっていることを示すと

考えられる。 

ポータルサイトへのログイン実績のある平均施設数は、124 箇所であった。 

地域区分別にみたところ「中国」で平均施設数が多く、規模の大きい連携があるこ

とが窺える（図 2.14-2）。 

 

 

図 2.14-2 ポータルサイトへのログイン実績のある地域ごとの施設数 
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  診療報酬加算の算定状況 2.15.

 

当該医療連携情報ネットワークに参加している医療機関が、平成 28 年度診療報酬改

定において新設された「検査・画像情報提供加算」及び「電子的診療情報評価料」を 

算定しているかどうかについて回答を依頼した。 

 

 

  検査・画像情報提供加算及び電子的診療情報評価料 2.15.1.
 

地域医療連携に参加している医療機関が、平成 28 年度診療報酬改定で新設された

「検査・画像情報提供加算（B009 注 15）（200 点）または（30 点）」または「電子的診

療情報評価料（B009-2）（30 点）」を算定しているか否かについて、215 地域から回答

を得た。74 箇所で算定されており、地域区分別にみると、「中部」（15 箇所）がもっと

も多く、ついで「九州」（13 箇所）、「北海道」（12 箇所）の順に多かった（図 2.15-1）。 

 

図 2.15-1 検査・画像情報提供加算及び電子的診療情報評価料の算定状況 
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  普及に向けた施策・取組 2.16.

 

 地域連携情報ネットワークの参加団体を増やしていくための施策・取組について回

答を依頼した。 

 

 

  施策・取組の実施 2.16.1.
 

周知・広報に関してどのような施策・取組を実施しているかについて 215 地域から

複数回答を得た。結果、「医師会を通じた周知」（129 箇所）がもっとも多く、ついで

「医療機関等への訪問」（123 箇所）、「説明会の開催」（118 箇所）の順に多かった（図

2.16-1）。 

 

 

図 2.16-1 普及に向けた施策・取組の実施 
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  施策・取組の実施で特に効果のあった方法 2.16.2.
 

 周知・広報に関する施策・取組のうち、特に効果のあった方法について、206 地域

から回答を得た。結果、「医療機関等への訪問」（71 箇所）がもっとも多く、ついで「説

明会の開催」（43 箇所）、「医師会を通じた周知」（39 箇所）の順であった（図 2.16-2）。 

 

 

図 2.16-2 普及に向けた施策・取組の実施で特に効果のあった方法 

 

（2017 年度より「サービスの追加」の選択項目追加） 
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  カバーする地域の適切なサイズ 2.16.3.
 

医療情報連携ネットワークのカバーする地域の適切なサイズはどの程度と考えるか

について 206 地域から回答を得た。結果、「二次医療圏」（87 箇所）がもっとも多く、

ついで「市町村単位」（51 箇所）、「都道府県」（49 箇所）の順に多かった（図 2.16-3）。 

 

 

図 2.16-3 カバーする地域の適切なサイズ 
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  導入効果 2.17.

 

本調査項目では、ICT を利用した地域医療連携の導入効果について回答を依頼した。

また、当該地域医療連携で蓄積された診療情報の利用の有無についても回答を依頼

した。 

 

 

  導入効果 2.17.1.
 

地域医療連携の導入効果について、248 地域から複数回答を得た。結果は、もっと

も導入効果が高いとされたのが「患者サービスが向上した」（147 箇所）で、ついで「医

療機関間の人的ネットワークが進んだ」（142 箇所）、「患者紹介の円滑化が進んだ」（138

箇所）、「従事者間の連携が向上した」（120 箇所）の順に多かった。 

 

導入効果なしがもっとも多いのは「医師の偏在を補う効果があった」（58 箇所）で、

ついで「事務職員の負担軽減」（43 箇所）、「薬剤師の負担軽減」（38 箇所）、「その他コ

メディカルの負担軽減」（36 箇所）の順に多かった（図 2.17-1）。 

 

2013 年度調査開始以降、「医療機関間の人的ネットワークが進んだ」が最大の導入

効果であったが、今回調査では「患者サービスが向上した」がもっとも多かった（図

2.17-2、図 2.17-3）。 
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図 2.17-1 地域医療連携の導入効果  

 

（2017 年度より「薬剤師の負担削減」、「その他コメディカルの負担削減」の選択項目追加） 
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図 2.17-2 地域医療連携の導入効果あり件数 

 

 

図 2.17-3 地域医療連携の導入効果あり割合 
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 その他の効果として、以下の効果が挙げられた。 

・主治医や訪問看護ステーションが加わることにより医療情報を共有しやすくなった 

・ケアマネジャーや介護職員の参加により日常の生活状況を共有できるようになった 

・各種研修会案内、ケア会議等の情報を掲載しホームページから情報を得た参加者が 

徐々に増えている 

・基本的に参加施設には画像 CD を提供しなくて良いので、放射線科スタッフが CD 

を作成する負担が軽減した     

・患者からの同意書取得にあたり、医療機関職員の説明や署名に係る作業の負担が大 

きい       

・公開側の連携室やシステム担当職員の負担が増えている     
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  診療情報の蓄積と利用 2.17.2.
 

当該地域医療連携で蓄積された個人の診療情報の利用の有無について、214 地域から

複数回答を得た。「実施なし／予定なし」の地域が大半であった。 

診療情報を利用している地域では、「学術研究等の公益目的」（32 箇所）での利用が

もっとも多く、ついで「地域の医療費適正化の目的」（24 箇所）であった。 

詳細は不明であるが「統計結果の公益目的以外」（8 箇所）での利用も見受けられた（図 

2.17-4）。 

 

 

図 2.17-4 診療情報利用の有無と目的 
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  情報公開の割合 2.18.

 

 

  情報公開の割合 2.18.1.
 

アンケートの回答内容について、セクション毎に「公開・非公開・担当者氏名およ

びメールアドレスを除き公開」の指定を依頼した結果が図 2.18-1 である。 

すべての調査項目で「公開」（システムの代表団体で担当者氏名およびメールアドレ

スを除き公開の回答は除く）を指定した地域は 12 箇所であった。 

予算関係の公開割合は 26.3％と、記載必須項目の中においてもっとも低い。 

なお、本稿においては、非公開の指定があっても地域医療連携の名称（略称・愛称

含む）のみは公開させていただいている。 
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図 2.18-1 回答内容の公開と非公開の割合  
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3. 医療・介護等分野の ICT を利用した多職種連携に関する調

査の概要 

 

 

団塊の世代が 75 歳を超えて後期高齢者となる 2025 年に向けて医療・介護・行政・

地域が連携して、高齢者の生活を支えていく「地域包括ケアシステム」の構築が進め

られている。その中で、医療と介護に係る各専門性を持つ多職種連携スタッフ間、医

療機関、介護サービス事業所、薬局等との施設間、患者、患者家族等との連携は必須

であり、各地域では ICT を利用した多職種連携の取り組みも多く見られる。 

 

 

 目的 3.1.

 

医療および介護を含む多職種連携を支援する情報連携システムについての現状と課

題を把握し、今後の地域包括ケアシステム構築の参考となる基礎資料の作成を目的と

する。 

 

 

 調査項目 3.2.

 

本調査では、医療・介護等分野の ICT を利用した多職種連携に関して、12 項目のア

ンケート調査を行った。実際の質問項目については、「別添 5 アンケート項目と内容」

の（24）～（35）をご覧いただきたい。 
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（２４）多職種連携システムの導入方法 

（２５）多職種連携システムの主な用途 

（２６）多職種連携システムで実際に活用されている機材－2017 年度より活用してい 

る機材の管理、利用形態についての項目追加 

（２７）多職種連携システムを実際に利用している職種 

（２８）利用中の多職種連携システムの機能‐2017 年度より選択項目を「遠隔モニタ 

リング（センサー等）」に変更及び具体的な利用シーンを追加 

（２９）多職種連携システムの利用頻度 

（３０）多職種連携システムの効果－2017 年度より「利用施設間の人的ネットワーク 

が進んだ」の選択項目を追加 

（３１）多職種連携システムの個人情報の扱いや端末のセキュリティ 

（３２）多職種連携システムの費用と経費 

（３３）多職種連携システムの課題・問題点 

（３４）多職種連携システムの情報共有に感じること（自由記載） 

（３５）その他、多職種連携システムや理想とする情報共有、連携のあり方など（自 

由記載） 

 

 

 調査対象 3.3.

 

2017 年度「ICT を利用した地域医療連携の調査」において、第 1 章および第 2 章の

地域医療連携調査の中から、介護関連施設、在宅医療などを含めた多職種連携を行っ

ていると回答いただいた地域（多職種連携のみは対象外） 

 

 

 調査方法 3.4.

 

・郵送による回答ならびに、本調査専用 Web サイト 

https://wellme.jp/m-research2018/survey1/にアクセスし、地域医療連携担当者別の ID、

パスワードを入力後、12 項目の設問について回答 

・回答の有無、疑義などに関して適宜メールや電話連絡による回答を要請 
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図 3.4-1 多職種連携アンケートサイトの例 

 
 

 

 アンケート回収結果 3.5.

 

（１）回答依頼数：348 箇所 

（２）有効回答数：119 箇所 

（第 1 章および第 2 章の地域医療連携調査の中から多職種連携を行っている地 

域、多職種連携のみは対象外） 
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4. 医療・介護等分野の ICT を利用した多職種連携に関する調

査の結果 

 

 

本章では、第 1 章および第 2 章「ICT を利用した地域医療連携調査」の中から、医

療・介護等分野の多職種連携を実施している地域の調査結果を掲載する。 

 

 

 多職種連携システムの開発・形態 4.1.

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムについて回答を依頼した。 
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  多職種連携システムの導入方法 4.1.1.
 

多職種連携システムの導入方法について、96 地域から複数回答を得た。「市販（ASP

やクラウド形態のサービスなど無料サービスを含む）」（43 箇所）がもっとも多く、つ

いで「独自開発（ASP やクラウド形態のサービスなど）」（27 箇所）、市販（従来型－

サーバ・クライアント方式など）」（24 箇所）の順に多かった。 

また、「市販」は、「独自開発」より約 1.7 倍多く利用されていることが判明した（図

4.1-1）。 

  

図 4.1-1 多職種連携システムの導入方法 
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  多職種連携システムの形態 4.1.2.
 

 多職種連携システムの形態について、92 地域から複数回答を得た。「地域医療連携

システムの一部」（64 箇所）がもっとも多く、ついで「介護・在宅向けシステム」（30

箇所）、「その他」（9 箇所）の順に多かった（図 4.1-2）。 

 

 

図 4.1-2 多職種連携システムの形態 
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連携数
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 多職種連携システムの用途 4.2.

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムの主な用途について回答を依頼

した。 

 

 

  多職種連携システムの用途 4.2.1.
 

多職種連携システムの主な用途について、96 地域から回答を得た。「主に在宅医療

介護現場の連携ツールとして利用」（71 箇所）がもっとも多く、「主に在宅介護関係者

の事務負担軽減、効率化に利用」は 1 箇所のみの回答であった（図 4.2-1）。 

 

 

図 4.2-1 多職種連携システムの用途 
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 多職種連携システムの利用機材 4.3.

 

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムで実際に利用している機材につ

いて回答を依頼した。 

 

 

  多職種連携システムの利用機材 4.3.1.
 

多職種連携システムで実際に利用されている機材について、94 地域から複数回答を

得た。「ノートパソコン」（80 箇所）がもっとも多く使われており、ついで「タブレッ

ト端末」および「デスクトップパソコン」（75 箇所）、「スマートフォン端末」（47 箇所）

の順に多かった（図 4.3-1）。 

 

 

図 4.3-1 多職種連携システムで利用されている機材 

 

  

75

47

8

80
75

2
0

20

40

60

80

100

120

タブレット

端末

スマートフォン

端末

携帯電話 ノート

パソコン

デスクトップ

パソコン

その他

連携数
（n=94）複数回答あり

※業務専用・個人所有の区分なし
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  利用機材の状況把握 4.3.2.
 

 「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（第 5 版）31」において、個

人の所有する、あるいは個人の管理下にある端末の業務利用（BYOD：Bring your own 

device）は原則として行うべきでないとされている。 

多職種連携システムに参加している医療機関等におけるモバイル端末の利用状況を

把握しているか否かについて、利用されている機材に関して回答があった 94 地域を対

象に回答を求めた（図 4.3-1）。 

「把握している」は 55 箇所（58.5％）、「把握していない」は 31 箇所（33％）、無回

答 8 箇所（8.5％）であった（図 4.3-2）。 

 

図 4.3-2 利用状況把握の有無 

 

（2017 年度新規調査項目） 

                                            
 
31医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（第 5 版） 
https://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12601000-Seisakutoukatsukan-Sanjikanshitsu_Shakaihosh
outantou/0000166260.pdf 

把握している

(55件), 58.5%

把握していない

(31件), 33.0%

無回答

(8件), 8.5%

（n=94）
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  利用機材の管理 4.3.3.
 

参加している医療機関等がモバイル端末をどのように利用しているかを把握してい

る 55 地域のうち、「医療機関等に管理されたモバイル端末のみを利用」が 39 箇

所（70.9％）、「医療機関等に管理されたモバイル端末利用、個人所有・管理下のモバ

イル端末利用（BYOD）のいずれも利用」が 16 箇所（29.1％）であった（図 4.3-3）。 

 

 

図 4.3-3 利用機材の管理   

 

（2017 年度新規調査項目） 
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0.0%
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  ガイドラインの原則に沿った取扱いの変更 4.3.4.
 

利用しているモバイル端末について、「医療機関等に管理されたモバイル端末利用」

及び「個人の所有・管理下にあるモバイル端末利用（BYOD）」の両方を利用している

16 地域のうち、今後、医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（第 5 版）

の原則に沿った取扱いの変更について伺った。 

 

16 地域のうち、「変更を検討している」地域が 8 箇所（50％）、「変更の検討はして

いない」地域が 7 箇所（43.8％）であった（図 4.3-4）。 

 

 

図 4.3-4 ガイドラインの原則に沿った取扱いの変更 

 

（2017 年度新規調査項目） 

 

 

 

 

検討している

(8件）, 50.0%
検討していない
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無回答（1件）, 
6.3% （n=16）
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変更を検討している地域では、具体的に以下のように変更することを検討している。 

・管理されたモバイル端末の利用に制限あるいは、端末の貸し出しを検討 

・規約の改正 

・BYOD においても端末の管理を行えば、ガイドラインを遵守した上で利用可能と 

考える 

・二要素認証などを用い端末認証を行うことで端末を管理し BYOD を認める方針 

 

検討していない地域では、その理由として以下の点を挙げている。 

・全ての医療機関等が管理下のモバイル端末を用意できるわけではなく、利用者 

が常に複数の端末を持ち歩くことが難しい場合がある 

・個人用のモバイル端末を使用しての参加は、事業所の管理者等の判断に委ねてい 

る 

・ガイドラインの原則に沿った取扱いの変更をするためには、全ての事業所で端末 

を確保しなければならず、金銭面の負担増や参加施設が増えない等、デメリット 

の方が大きいと考えている 

・行政（国、都道府県、市町村）による一定の補助がない現状では、個人の端末の 

使用はやむを得ない 

・確認、徹底方法が未確立 

・普及を優先すると、制限することが足かせになる 

・全ての事業者が参加者全員にモバイル端末を準備できないのが現状である 
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 多職種連携システムの利用者職種 4.4.

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムを実際に利用している職種につ

いて回答を依頼した。 

 

 

  多職種連携システムの利用者職種 4.4.1.
 

多職種連携システムを実際に利用している全員の職種について、97 地域から複数

回答を得た。「医師」（93 箇所）がもっとも多く、ついで「看護師」（89 箇所）、「薬剤

師」（77 箇所）、「ケアマネージャー」（74 箇所）の順に多かった。多職種連携には、95.9％

の連携において医師が、91.8％の連携において看護師が携わっていることが判明し

た（図 4.4-1）。 

その他の職種については、以下の回答が見られた（重複除く）。 

・病院事務職員 

・システム管理者 

・救急救命士 

・青年後見人 

・臨床検査技師 

・事務局 

・在宅医療関係業者 

・福祉用具貸与事業者 

・診療放射線技師 

・検査技師 

・病院相談員 

・施設の IT 業務担当者 

・病院の医療ソーシャルワーカー 

・訪問看護ステーション 

・視能訓練士 

・臨床工学技士 

・医師会事務局 
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図 4.4-1 多職種連携システムの利用者職種 
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 多職種連携システムの利用機能 4.5.

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムの機能について回答を依頼した。 

 

 

  多職種連携システムの利用機能 4.5.1.
 

多職種連携システムで利用している機能について、95 地域から複数回答を得た。「コ

ミュニケーションツール（SNS 等）」（78 箇所）がもっとも多く、ついで「生活記録」（47

箇所）、「カメラ」（33 箇所）、「指示書・報告書作成」（32 箇所）の順に多かった（図

4.5-1）。 

 

図 4.5-1 多職種連携システムの利用機能 
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  多職種連携の機能を用いた具体的な利用 4.5.2.
 

多職種連携システムの機能を用いた具体的な利用シーンについて、今回初めて調査

を行った。 

指示、情報共有のケースが多く具体的には以下の事例が挙げられた（重複除く）。 

 

 

【指示】 

・ケアマネジャー、医師、薬剤師等が患者ごとのグループチャットを利用して最新情 

報の共有、医師からの指示を受けている 

・在宅患者の患部写真等を共有することで、医師から訪問看護師への指示等に役立て 

ている         

・訪問看護師が在宅療養患者を訪問した際、褥瘡の状態等について、かかりつけ医の 

指示をもらっている。        

・各種文書を作成し情報共有（多職種）、褥瘡等の写真を貼り付けることで専門医のア 

ドバイスを受けている  

・医療、介護の関係者が同一タイムラインに参加することで、気軽にケアやリハビリ 

などのアドバイスができる 

・褥瘡をカメラ撮影し、かかりつけ医の指示をもらう 

・患者の動きをビデオ撮影し、かかりつけ医の診断を受ける 

・メモ機能等を利用し、医師と訪問看護師の指示・報告に活用している 

・在宅訪問時の写真撮影し、関係者共有、必要に応じて指示を得る   

・在宅において患者の皮膚状態をカメラ撮影し、かかりつけの医師に確認後、指示を 

もらっている 

・メール感覚で資料を登録したり、患者の症状なども画像として共有し医師からの指 

示を仰いでいる 

・SNS 等で患者の状況や処置内容を連絡、在宅において患者の褥瘡状態をカメラ撮影 

し、医師に画像転送し指示をもらっている 

・在宅において患者の褥瘡状態や生活の状態等をカメラで静止画や動画を撮影し、か 

かりつけの在宅医師に画像や動画を転送。必要に応じて SNS による経過報告により 

医師から指示をもらっている   
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・褥瘡ケアの際、治癒状態を確認するために状態をカメラ撮影し、経時的にアップす 

ることにより、指示出しができる      

・在宅において患者の皮膚状態を撮影し、掲載された画像により状態把握、医師に確 

認後、指示をもらっている 

・痙攣の動画のアップ、医師に確認後、指示をもらっている 

 

【情報共有】 

・情報共有、患者家族の要望の把握 

・訪問看護師が連絡ノートを撮影し、医師の訪問診療前の情報として提供  

・在宅での患者状態の把握        

・救急含む診療時における過去および現在の治療歴を確認 

・訪問看護と介護側との連絡 

・各種情報をカメラ撮影し、添付することでチームで情報共有をする 

・在宅患者の褥瘡の状態をカメラで撮影し、主治医等に画像転送し、指示を受け多職 

種で共有 

・在宅において、褥瘡やリハビリの様子などをカメラ・動画撮影しタイムラインに投 

稿することで、参加多職種が患者の療養状況を一度に共有できる 

・ケアマネジャーと地域医療連携室間の入退院時の地域連携パスの共有 

・ケアマネジャーと介護保険事業所との地域連携パスの共有 

・関係機関との在宅生活の様子の共有  

・ケアプランをはじめ、医療介護の連携シートなどの共有書類の更新・共有・管理 

・病院へのレスパイト・緊急入院時の事前連絡手段として、主に在宅医と病院医師と 

の連携に活用          

・在宅療養中の患者情報を多職種で共有し問題の把握と解決を速やかに図る。例えば 

今まではケアマネージャーが個別に 1：1 で情報伝達していたものが 1：n の複数宛 

てに同時に伝達でき効率が大幅に改善した 

・事業所間の連携 

・多職種が連携し情報を共有 

・ケアマネージャーを中心とした関係者間での利用者情報の共有 

・サービス担当者会議の日程調整、バイタルサイン、画像、動画を掲載することで情

報の伝達が手軽に正確にできる 
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・血液検査所見や情報提供書をカメラで撮影し、アップすることにより多職種で効率

的に情報共有できる  

・ケアマネジャーと主治医との連絡 

 

【その他】 

・併用注意薬や禁忌薬の発見 

・診療上注意すべき併存疾患や内服薬の発見 

・保険薬局での病名確認（服薬指導に有用） 

・介護サービス提供時における持参内服薬や病歴の確認 

・紹介先での実施検査・治療内容の確認 

・ケアマネジャーから介護事業者へのケアプラン送付 

・医療依存度が高い患者の外来・在宅医療における医療・介護の協働   

・患者の紹介状を添付し、診療所と病院間の患者紹介、逆紹介に活用   

・主治医と患者（家族）同意の下にタブレット端末（ID/パスワード）を貸出し、患者 

宅への訪問診療・介護を含む情報をクラウドサーバーに記録・参照する。記録には 

画像・ビデオ・生体モニタリング情報を含む 

・カメラ機能の利用としては、患者の褥瘡状態を撮影し画像とともに処置報告をした 

り、在宅や施設入所中の様子（ベッドに横になっている様子）等を撮影し、ご家族 

等への報告をする 
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 多職種連携システムの利用頻度 4.6.

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムの利用頻度について回答を依頼

した。 

 

 

  多職種連携システムの利用頻度 4.6.1.
 

多職種連携システムの利用頻度について、95 地域から回答を得た。「同意を得た患

者・利用者のみ」（66 箇所）がもっとも多かった。構築してあるにも関わらず、「ほと

んど利用していない」と回答した地域が 2 箇所あった（図 4.6-1）。 

 

 

図 4.6-1 多職種連携システムの利用頻度 
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 多職種連携システムの導入効果 4.7.

 

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムの効果について回答を依頼した。 

 

  多職種連携システムの効果 4.7.1.
 

多職種連携システムの効果について 94 地域から複数回答を得た。「利用施設間の人

的ネットワークが進んだ」（50 箇所）がもっとも多く、ついで「患者・利用者の安心

感が向上した」（44 箇所）、「関係者の協力体制が深まりストレスが減った」（41 箇所）

の順に多かった（図 4.7-1）。 

 

図 4.7-1 多職種連携システムの詳細効果 
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 多職種連携システムのセキュリティ 4.8.

 

本調査項目では、モバイル端末利用時のセキュリティについて回答を依頼した。 

 

  職種連携システムのモバイル機器セキュリティ 4.8.1.
 

多職種連携システムのモバイル端末利用時の個人情報の扱いや端末のセキュリティ

について、82 地域から複数回答を得た。 

「パスワードや暗証番号などでモバイル端末へのアクセスが管理されている」（60

箇所）がもっとも多く、ついで「盗難、紛失の可能性を考慮し、モバイル端末内に患

者情報は置いていない」（51 箇所）、「盗難、紛失時の対応をモバイル端末利用者に周

知徹底し、講習会などを行っている」（35 箇所）、「モバイル端末には必要最小限のア

プリケーションのみがインストールされている」（27 箇所）の順に多かった（図 4.8-1）。 

 

図 4.8-1 多職種連携システムのモバイル機器セキュリティ 
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その他の対策としては、以下の方法が挙げられた（重複除く）。 

 

・MDM による端末遠隔管理 

・紛失時は MDM にてリモートで初期化している    

・管理者へ利用端末を届出て、管理している    

・SSL-VPN を使用   

・規約でセキュリティ管理項目を設けている    

・医師会より貸与中のモバイル端末では、ソフトバンクのモバイル端末管理サービス 

を用い、起動するアプリ制限などの遠隔管理を行っている   

・セキュリティポリシーを定め運用    

・患者情報管理は事務局のみが行う 

・半年毎のパスワードの変更お知らせを行う  

・キャリアと遠隔ロックの契約している    

・厚生労働省医療情報システムの安全管理に関するガイドライン最新版に従って管理 
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 多職種連携システムの費用 4.9.

 

 

本調査項目では、多職種連携システムの構築費用（累積）と年間運用費用について

回答を依頼した。 

 

 

  多職種連携システムの導入費用 4.9.1.
  

現在利用中の多職種連携システムの導入費用について、地域医療連携システム本体

に包括されている地域は対象外とし、75 地域から回答を得た。 

有料地域のみの場合の平均導入費用は、6,195,260 円（19 箇所）、無料地域を含む場

合の平均導入費用は、1,569,467 円（75 地域）であった。  

多職種連携システムを導入する際は、無料のケースが多く、74.7%（56 箇所）を占

めた（図 4.9-1、図 4.9-2）。 
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図 4.9-1 多職種連携システムの導入費用（有料地域のみ） 

 

 

図 4.9-2 多職種連携システムの導入費用（無料地域含む） 
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  多職種連携システムの年間運用費用 4.9.2.
 

現在利用中の多職種連携システムの年間運用費用について、地域医療連携システム

本体に包括されている地域は対象外とし、76 地域から回答を得た。 

有料地域のみの場合の平均年間運用費用は、2,369,470 円（24 箇所）、無料地域を含

む場合の平均年間運用費用は、788,986 円（76 地域）であった。 

多職種連携システム導入費用と同じく、年間運用費用は無料の地域が多く、68.4%（52

箇所）を占めた（図 4.9-3、図 4.9-4）。 
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図 4.9-3 多職種連携システムの年間運用費用（有料地域のみ） 

 

図 4.9-4 多職種連携システムの年間運用費用（無料地域含む） 
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  多職種連携システムの課題・問題点 4.10.

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムの課題・問題点について回答を

依頼した。 

 

 

  多職種連携システムの課題・問題点について 4.10.1.
 

現在利用中の多職種連携システムの課題・問題点について 92 地域から複数回答を得

た。 

「関係職種の参加率が少ないためあまり活用できない」（37 箇所）がもっとも多く、

ついで「その他」（35 箇所）、「関係者の IT リテラシーの問題がありあまり活用できな

い」（31 箇所）、「運用経費の費用負担が大きい」（29 箇所）の順に多かった（図 4.10-1）。 

 

図 4.10-1 多職種連携システムの課題・問題点 
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その他のとしては、以下の方法が挙げられた（重複除く）。 

 

・関係職種の参加率は高いものの、意欲や操作スキルに差があるため、一律で高い利 

用水準まで達していない 

・システム導入初期はシステム操作に慣れていないため、業務の負担感が増えたイメ 

ージで捉えられる 

・各施設で利用しているシステム（電子カルテ、介護システム、訪看システムなど） 

との連動が出来ないため 二重入力となり事務負担が増えている 

・IT 化する事による費用負担増を踏まえた介護報酬の整備 

・医療介護双方において IT 教育（操作方法、セキュリティ）の実施 

・情報参照施設のシステムの動作が遅い 

・複数の医療機関で利用しているため、患者確認や紐付け作業が難しい 

・医療間の連携を目的としたシステムなので、このシステムで介護福祉との連携をす 

るためには職種間で必要な情報を整理し、解決していかなければいけない 

・参加する職種の偏りがある        

・連携の重要性を頭ではわかっていても、実業務での利用方法に結びつかない 

・コストは重要であるが、安いと利用しない、高いと参加しない 

・公費＋参加者の利用料＋患者負担（診療報酬・介護報酬加算が最も妥当）を検討す 

べき 

・業務システムとオンライン連携をしていきたいが各施設での導入コストが高すぎる 

・ツールの使い込みよりも、スマホやタブレット等の基本的な操作説明に時間がかか 

り労力を要する 

・費用が膨大 

・ケアマネジャーや訪問看護ステーションだと連携がとれないので大変不自由。担当

するケアマネジャーなどはクラウド閲覧可能なステーションなどで見せてもらって

いる 

・法人の上層幹部に問題あり        

・通信費があまりかからない工夫が必要 

・事業所によって IT での情報共有に拒絶する常総幹部のところがあり現場のスタッフ 

が参加できないところがある 
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・現在は医師間の患者情報の共有が主なものになっている。病院、診療所、クリニッ 

クから病院、介護施設、訪問看護施設（在宅）に利用できるものにしていかなけれ 

ばならない 

・システムの簡素化や双方向性を高めて誰もが利用できるようにしなければならない 

・院内での多職種連携システムとして患者情報の充実を図り、情報の共有をするため 

に入力機構の取り入れや HIS(Hospital Information Systems)との連携が課題 

・システムの更新費用の負担        

・自主開発なので、行政や医師会にとっては信用性、信頼性が低い、業者モデルのほ 

うが良いと思われているようである 

・システム使用に賛同し参加して頂けない人（事業所）がいる（同一法人内の使用は 

スムーズ）       

・小規模介護事業者も負担できる利用料での運用       

・施設内記録とシステム内記録の二重記録による負担の増加      

・モバイル端末を導入している施設が少なく、リアルタイムに入力できないため手間 

が増える 

・病院側（電子カルテ）、訪問看護ステーション側（各社各様のレセプト機器）情報と 

の情報共有が難しい 

・利用に関しての診療報酬がない        

・現在管理者が参加者を決定しているが、関係者が多数になると今後登録・解除の管

理が難しくなる。        

・医療連携ネットワークから発展しているため蓄積された医療情報の開示には十分に 

対応しているが介護側が求める情報とのミスマッチがある 

・介護側では初めての利用となっているため使い方や、それ以前に利用価値が理解さ 

れない 

・紙ベースでの情報共有に不便を感じていない 

・連携先事業所に導入してもらえない（本部等の会社都合、セキュリティリスク、シ 

ステムの乱立、そもそもの関心の低さ、手間がかかる等） 

・個人情報をインターネットに接続できるクラウドで管理すると、多額のセキュリテ 

ィ対策費用がかかり 1 団体でシステムを維持するのが困難 

・複数団体が共有できる IT 推進制度が求められる（補助事業など）     

・高度なセキュリティレベルを採用しているため、初期設定がやや煩雑となっている 
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・ICT に慣れていない 

・全ての関係職が登録していないので、従来の情報連携の方法と行政医療・介護ネッ 

トワークと両方で連携しなければならない      

・蓄積したデータ量増加によるレスポンスの低下 

・限定した方の利用しかない        

・多職種連携に対する意識の不足       

・自治体運営のため、隣の県、隣の市との乗り入れができない場合や、手間がかかる 

・関係者、参加機関の参加意欲に差がある       

・活用にあたって、多職種からコンセンサスが得られない     

・FAX や電話等従来の方法から脱却できない 

・在宅医療（訪問看護師）を支援するための遠隔医療システムとして開発され、 

 一定の成果は得られたが、在宅医療に必要な多職種間の情報共有機能がない 

 

 

     

         

  多職種連携システムの情報共有 4.11.

 

 

本調査項目では、医療と介護の情報共有では必要とされる情報の内容が異なるため、

利用している多職種連携システムの情報共有について意見を依頼した（自由記載）。 

 

 

医療側と介護側でのコミュニケーション不足、医療と介護、職種間で必要とする情

報が異なる、共有する情報の標準化や取り決めが必要、職種による公開項目の制限が

必要、使用する用語の統一の回答が多く見られた。 

 

 

 

 

 



143 
 

  多職種連携システムの情報共有、連携のあり方 4.12.

 

 

本調査項目では、現在利用中の多職種連携システムの理想とする情報共有、連携の

あり方などについて回答を依頼した（自由記載）。 

 

異なるシステムとの連携や互換性、医師会や行政を交えた取り組み、国家資格を有

しない担当者（ケアマネジャーやヘルパー）が参加する際の懸念、セキュリティを高

くすると操作が煩雑になり便利さが失われる、操作性が簡単で使いやすいシステム、

運用費の捻出及び負担、セキュリティ対策、情報漏洩時の対策についての回答が多く

みられた。 
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5. まとめと考察 

 

 

 考察 5.1.

 

○地域医療連携数について 

 2017 年度調査では全国 348 個所の地域医療連携に調査を依頼し、270 箇所から有効

回答を得た。2016 年度調査と有効回答数が同数であるが、同じ地域ではなく、中止や

他地域での新規導入など、差し引きした結果である。 

 経年変化を開始年毎にみると 2011 年頃から急増し、この背景には、地域医療再生計

画、地域医療介護総合確保基金による多額の補助金が投入された影響が考えられる（図

2.1-1）。 

有効回答数と実際に存在する地域医療連携の数が一致しているわけではないが、地

域医療連携数が頭打ちとなるかどうかについては、次回以降の調査結果を見ていきた

い。 

 

 

○2012 年度調査以降、継続できている地域医療連携は 59.1％であった 

本調査を開始した 2012 年には、有効回答ベースで 154 箇所の地域医療連携が確認さ

れたが、今回調査で継続が確認されたのは 91 箇所（59.1％）であった。5～6 年間のう

ち、4 割以上（63 箇所）の地域医療連携は、なんらかの理由により、中止、終了、他

の地域と統合したなど継続されていない。 

非常に粗い計算ではあるが、2012 年度のシステム構築費用の平均は、1 億 2,457 万 2

千円だったため、構築費用合計 78 億 4,803 万 6 千円（63 地域）の地域医療連携システ

ムが今は存在しない状況となっている。 

2012 年度に存在した地域医療連携システムの数と、現在存在する地域医療連携シス

テムの数を運営主体別にみると、企業 11→4 箇所（63.6％減）、病院 46→24 箇所（47.8％

減）、行政 17→10 箇所（41.2％減）、その他 22→13 箇所（40.9％減）、医師会 27→16 箇

所（40.7％減）、NPO・協議会 31→24 箇所（22.6％減）の順に減っている。 

地域共通 ID の有無（n=88）をみると、何らかの地域共通 ID を使用している 102→

63 箇所（38.2％減）、地域共通 ID を使用していない 40→25 箇所（37.5％減）で大きな
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差はみられなかった。 

費用面では、システム構築費用の負担（複数回答あり）が公的資金（厚生労働省、

自治体など）119→73 箇所（38.7％減）と民間資金（参加施設、医師会など）54→35

箇所（35.2％減）で大きな差はないが、システム運用費用の負担は、公的資金 46→26

箇所（43.5％減）と民間資金 81→56 箇所（30.9％減）で公的資金を使って運用してい

る方の継続率が悪い。 

また、数箇所の地域においては、最後の患者が退院したら終了、継続目途は立たな

いが補助金が使える間は稼働、年度いっぱいまではとりあえず稼働など実際に活用さ

れているとは言い難い状況にあった。 

 

 

○継続していくためには 行政・自治体、医師会を交えた取り組みを行う 

医療情報連携ネットワークが、医療計画等の行政計画に記載されているかについて、

「記載あり」が 117 箇所（47.4％）、「記載なし」が 130 箇所（52.6％）であった（図

2.2-6）。 

2012 年度から継続できている地域医療連携ネットワーク（91 箇所）が、医療計画等

の行政計画に記載されているかについて調べたところ、n=79 のうち「記載あり」46

箇所（58.2％）、「記載なし」33 箇所（41.8％）で、「記載あり」の方が継続できていた。   

参加している医療機関や施設のみで行うのではなく、行政・自治体、医師会、さら

には保険者を交えた取り組みが望ましい。 

地域医療連携を今後も安定して存続していくためには、各地域医療連携や各施設の

自助努力だけでは、もはや追いつかない。これまでのように構築するための補助金を

交付する手法ではなく、運用費用に対する補助、税制による補助、診療報酬による補

助、地域の特性に応じた自治体や行政の補助等の対策が必要である。 
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○病院の約 7 割が地域医療連携に参加 

 地域医療連携へ参加している施設数は 30,589 施設であった（図 2.4-1）。平成 29 年 

(2017)医療施設（静態・動態）調査・病院報告の概況32によると、病院 8,412 施設、医

科一般診療所 101,471 施設、歯科診療所 68,609 施設と報告されている。単純計算する

と「病院」68.7％（5,780 施設/8,412 施設）、「医科一般診療所」13.7％（13,918 施設/101,471

施設）、「歯科診療所」2.0％（1,364 施設/68,609 施設）が参加している状況にある。た

だし、重複カウントに留意する必要がある。 

 薬局においては、厚生労働省厚生統計要覧 （平成 29 年度）33によると、平成 28 年

度における全国薬局数は 58,678 施設のため、「薬局」5.7％（3,357 施設/58,678 施設）

の参加となる。 

2016 年度調査と較べて「医科一般診療所」の割合が 3 ポイント増えた（10.7→13.7％）

のに対し、「病院」の割合は 32.1 ポイント（36.6→68.7％）と大きく増えた。 

 

 

○適切と考えるサイズより、規模の大きなサイズのものが構築されている 

現在、全国で構築されている地域医療連携システムは、「複数都道府県にまたがる連

携」および「全県域での連携」が 85 地域（32.9％）であった（図 2.2-5）。 

 カバーする地域の適切なサイズの回答では「全国」、「地方ブロック」、「都道府県」

は 68 地域（33％）と現在稼働している地域医療連携システムが一致している（図 2.16-3）。 

一方、「二次医療圏」および「市町村単位」が 140 地域（54.3％）存在しているが、

カバーする地域の適切なサイズの回答では「二次医療圏」および「市町村単位」は 138

地域（67.0％）と大きな差がある。稼働している地域医療連携のうち、その他 33 箇所

を含め比較すると、適切だと考えている規模のものより大きな規模のものが構築され

ていることが判明した。補助金等の条件に合致しない場合もあるだろうが、大きな規

模のシステムを構築すればそれだけ毎月発生し続ける運用費用も高い。各地域の目的

やニーズを考慮して構築すべきである。 

                                            
 
32平成 29 年(2017)医療施設（静態・動態）調査・病院報告の概況：厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/iryosd/17/ 
33厚生労働省厚生統計要覧 （平成 29 年度）：第 2 編 保健衛生 第 4 章薬事 第 2-89 表 
https://www.mhlw.go.jp/toukei/youran/indexyk_2_4.html 
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○同意書による同意方法が漸増している 

2014 年度から同意取得方法について調査を開始した。「同意書による取得」、「口頭

による了承」、「掲示板、ホームページ等による周知（黙示同意）」、「その他」の方法の

うち、新規患者から同意を得る際の方法について「同意書による取得」は、79.4→81.1

→88.7→89.5％と漸増している（図 2.6-4）。 

参加同意後に撤回する場合においても、「同意書の撤回（脱退）文書による」方法が 

70.1→70.2→72.4→76.3％と同意書による方法が漸増している（図 2.6-5）。 

この背景には、平成 29 年 5 月 30 日に施行された改正個人情報保護法が考えられ、

各地域で意識した取り組みを行っていることが窺える。 

 

 

○情報共有の形態は、「参照のみ」が多い 

 2009 年以降、情報共有の形態は「参照のみ」より「双方向での共有」の方が多かっ

たが、今回調査では「参照のみ」の方が多かった（図 2.8-4）。 

運営主体別が「病院」の地域においては、約 7 割の地域が「参照のみ」であること

がわかっている。今回、「病院」の参加が前回調査の 1.87 倍（3,090→5,780 病院）増え

た影響が考えられる（図 2.4-1）（図 2.8-6）。 

どのような情報項目が参照されているかについては、次回調査で対応したい。 

 

 

○システム構築費用（年換算）は、地域、運営主体、対象範囲、地域共通 ID により

大きく異なる 

有料地域のみの場合平均 5.86 年、無料地域を含む場合平均 5.84 年、地域医療連携シ

ステムが継続的に運用されている。 

 従来は、システム構築にかかった累積費用の平均値（有料地域：約 1 億 7,600 万円、

無料地域含む：約 1 億 4,900 万円）を出してきたが、中には兵庫県の「加古川地域保

健医療情報システム34」のように、30 年近く続いている地域もある。 

                                            
 
34加古川地域保健医療情報システム：https://www.kakogawa.or.jp/ 
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運用期間が地域により大きく異なることから、平均金額のみで比較できるわけでは

ないが、構築費用の目安にはなると考え、今回から年間の平均システム構築費用を算

出した。 

有料地域のみの場合は約 3,600 万円、無料地域を含む場合は約 3,000 万円の費用が年

間かかっている（図 2.12-11、図 2.12-12）。 

有料地域のみの場合、地域区分別では東日本大震災の影響があった「東北」が突出

して高く（約 9,400 万円）、ついで「九州」（約 5,900 万円）、「四国」（約 3,800 万円）

の順に高かった（図 2.12-13）。 

運営主体別にみた場合は、「病院」（約 1,200 万円）、「企業」（約 1,400 万円）、「行政」（約

2,000 万円）が低く抑えられているのに対し、「一般社団・一般財団法人」（約 1 億 2 千

万円）、「NPO」（約 9,000 万円）は高い（図 2.12-15）。営利を追求する企業や、非営利

団体である NPO、予算が限られている行政など、運営主体によって大きく異なる。 

対象範囲別では、「複数県にまたがる」と「全県域」の広範囲での連携が平均より高

い（図 2.12-17）。 

地域共通 ID 別においても、費用面のみで良し悪しは言えないが、大手二社である

HumanBridge と ID-Link を較べた場合、HumanBridge（約 3,382 万円）の方が、

ID-Link（2,112 万円）より、システム構築費用が約 1.6 倍高かった（図 2.12-19）。 

導入時においては、補助金ありきの導入にせずその後発生し続ける運用費も考慮す

る、メーカー主導にならない契約を交わす、ある程度パッケージ化されたシステムを

使用して価格を抑えるなど、長期的に安定した運用をし続けることを念頭に置く必要

がある。 

 

 

○1 参加施設あたり約 170 万円、1 患者あたり約 1 万 8 千円の構築費用がかかっている 

2013 年度調査では、1 参加施設あたり 518 万 9,819 円、1 患者あたり 10 万 5474 円（n

＝74）の構築費用がかかっていたが、今回の調査では 1 参加施設あたり 167 万 8828 円、

1 患者あたり 1 万 7,933 円（n＝143）の構築費用に抑えられている。 

ここ数年で、1 参加施設あたり約 7 割、1 患者あたり約 8 割程度低い構築費用になっ

た背景には、クラウド型が急増した、各地域で自助努力・創意工夫がなされてきた様

子が窺える。 
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○将来のシステム更改時の費用工面に苦慮している 

 現在導入している地域医療連携システムを、次回更改する際にどこから費用を工面

するかについて、半数以上の 127 箇所の地域が「未定」となっている（図 2.13-3）。 

2014 年度から将来のシステム更改の費用負担について調査を実施しているが、「未

定」の割合が、47.0→49.7→54.3→58.8％と漸増傾向にあり、費用を工面するのに苦慮

している様子が窺える。 

 

 

○地域医療介護総合確保基金はサーバ更新の対象である 

国や行政からの補助金は、システム構築時にしか使えないことが多く、システム導

入後の運用は、自力で行わなければならない。 

日本医師会では、厚生労働大臣宛に提出した要望書の中で、地域包括ケアシステム

において、ICT の活用が継続性をもってなされるようにすることを要望している（地

域医療介護総合確保基金に関する要望書（別添 3））。 

また、地域医療介護総合確保基金が、単純な更新ではなく既存のネットワークの機

能の追加や拡充であり、それを実現するための手段の中にサーバ更新も含まれる場合

には、その費用も地域医療介護総合確保基金の対象となりうることを厚生労働省担当

課に確認している（地域医療介護総合確保基金におけるサーバ更新費について（別添

4））。構築している地域医療連携が対象の場合には、ぜひご活用いただきたい。 

 

 

○最大の導入効果は、「患者サービスが向上した」であった 

2013年度から医療情報連携ネットワーク実施による効果について調査を行っている

が、過去 4 回調査では、もっとも効果があったとされたのは「医療機関間の人的ネッ

トワークが進んだ」、つまり人間関係の部分であった。 

今回調査では、「患者サービスが向上した」がもっとも多く、ようやく本来の導入目

的の一つである効果が見いだせたのではないだろうか（図 2.17-1）。 

 また、「医師の偏在を補う効果があった」、「事務職員の負担軽減」、「その他コメディ

カル、技術職員の負担軽減」の効果については、調査開始以降、「効果なし」の回答の

方が多い結果となっている。 
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システムを稼働することのみに焦点を当てず、導入の必要性、目的をしっかりと見

定めることが重要である。 

 

 

○常日頃から人材育成・後任者確保に取り組む 

 安定した運用のためには、費用面も重要であると同様に、ユーザーへのセキュリテ

イ対策を含めた教育、情報漏洩時の対策に加え人材育成、後任者確保も重要な課題で

ある。 

構築時に旗振り役になっていたスタッフが離職、退職、定年を迎え、世代交代とな

る地域も聞かれるが、不在になった途端に業務に支障が出ることは避けたい。これら

は急にできることではなく時間を要するため、常日頃から人材の育成、後任者の確保

に努めなければならない。 

 

 

○多職種連携の SNS 利用時には、完全非公開型の医療・介護専用を用いるべきである 

多職種連携でもっと利用されている機能は、コミュニケーションツール（SNS 等）

であった（図 4.5-1）。 

近年、LINE35、Twitter 36、Facebook37、Instagram38、YouTube39、Google+40などチャッ

ト系、写真系、動画系と様々な形式でのパブリック SNS（公開型）が提供されている。 

誰もが簡単に情報発信、コミュニケーションを図れることから手軽な情報交換ツー

ルとして注目を集めている一方、セキュリティの脆弱性も見つかっており情報漏えい

が懸念される。  

医療・介護連携においては、共有すべき情報が患者の個人情報や医療情報、生活情

報など機微な情報を扱うことから、漏えいした際には取り返しのつかないことになる。 

                                            
 
35 LINE：http://line.me/ja/ 
36 Twitter：https://twitter.com/ 
37 Facebook：https://ja-jp.facebook.com/ 
38 Instagram: https://www.instagram.com/ 
39 YouTube:  https://www.youtube.com/ 
40 Google+：https://plus.google.com/ 
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個人情報保護については各地域で熱心な取り組みが行われているが、平成 29 年 5 月

30 日に「改正個人情報保護法」が全面施行されており、なお一層のご留意をお願いし

たい。 

今回の調査で、利用しているコミュニケーションツール（SNS 等）の種類までは把

握できていないが、セキュリティが確保されていないシステムや通信経路、端末を安

易に利用することがないよう完全非公開型の医療・介護専用 SNSを用いるべきである。 

 

 

○多職種連携の現場とガイドラインの間で齟齬が生じている 

多職種連携では、パソコン、タブレット端末が多く使われているが、参加している

医療機関等がモバイル端末をどのように利用しているかについて、把握している地

域：55 箇所（58.5％）、把握していない地域：31 箇所（33％）であった（図 4.3-1、図

4.3-2）。 

また、把握している 55 地域のうち、「医療機関等に管理されたモバイル端末のみを

利用」39 箇所（70.9％）、「医療機関等に管理されたモバイル端末利用、個人所有・管

理下のモバイル端末利用（BYOD）のいずれも利用」16 箇所（29.1％）となっている（図

4.3-3）。 

厚生労働省から公開された「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン（第

5 版）」（平成 29 年 5 月）では、個人の所有する、あるいは個人の管理下にある端末の

業務利用「BYOD」は原則として行うべきではない、BYOD を認める場合には、管理

者以外による OS 設定の変更を技術的あるいは運用管理上禁止することが求められる

こと、また対象として電子的な医療情報を取扱う介護事業者および地域医療連携ネッ

トワーク運営事業者もガイドラインの対象になることが明記されているが、現場では

約 3 割の地域で BYOD のケースが判明しており、ガイドラインと現場での齟齬が生じ

ている。 

 

 

○多職種連携システムの導入費用、運用費用は無料の場合が多い 

 多職種連携システムを導入するにあたり、導入費用が無料の地域が 74.7%（56／75

箇所）、年間運用費用無料の地域が 68.4%（52／76 箇所）を占める（図 4.9-2、図 4.9-4）。 

今回の調査で独自システムよりも市販のシステムを用いているケースが多いことは
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わかっているが、どのような商品を用いているかについては不明である（図 4.1-1）。 

代表的なシステムに、メディカルケアステーション41やカナミック42、バイタルリン

ク43、電子＠連絡帳などが挙げられるが、多職種連携の現場においてどのようなメーカ

ーの商品を用いて運用しているかについては、次回調査で対応したいと考える。 

 また、無料だからと安易に導入することは情報漏洩の可能性があるため大変危険で

ある。使用するソフト、環境を十分に精査し理解を深めた上での導入が必要である。 

 

 

 ICTを利用した地域医療連携の平均的なすがた 5.2.

 

2017 年時点におけるわが国の「ICT を利用した地域医療連携の平均的なすがた」は

以下のとおりとなった。回答数の少なかった項目では、平均像を俯瞰するにあたり筆

者の独断が入っていることをご容赦いただきたい。 

  

                                            
 
41 メディカルケアステーション：https://www.medical-care.net/html/ 
42 カナミック：https://www.kanamic.net/ 
43 バイタルリンク：https://medical.teijin-pharma.co.jp/ 



一般向け公開ホームページ なし

地域医療連携の範囲 二次医療圏内での連携

導入目的 医療連携、在宅医療対策、救急医療対策、疾病管理

参加施設数 124施設

病院 23 施設

医科診療所 57 施設

歯科診療所  5  施設

薬局 14 施設

介護施設 19 施設

その他  6  施設

参加患者数 登録患者　8,488人

参加の同意方法

医療機関等 施設毎の参加判断

介護・その他施設 施設毎の参加判断

患者 全ての施設毎に同意を得る

連携パス 脳血管障害、大腿骨頸部骨折、その他がん

提供しているサービス 画像情報の連携、診療情報の連携、ネットワークセキュリティ監視

システム

連携方式 クラウド型（データセンターを利用し各施設が参加）

情報共有の形態 参照のみ

地域共有の患者ID/方式 ID-Link、HumanBridge、その他の共有システム

地域医療連携における情報連携基盤技術仕様 PIX/PIXV3/PDQ/PDQV3
障害対策（バックアップ） 提供ベンダーのサービスを利用

厚労省基準規格の採用

通信ネットワークの種類

医療機関 インターネットVPN（IPSec+IKE）

介護・その他施設 インターネットVPN（IPSec+IKE）

患者 インターネット（TLS1.2）

ログイン時のセキュリティ

医療機関・薬局 IDとパスワード

介護・その他施設 IDとパスワード

患者 IDとパスワード

参加料金

病院 無料 有料地域のみ 53,139 円/月

医科診療所 無料 有料地域のみ 12,054 円/月
歯科診療所 無料 有料地域のみ 13,135 円/月
薬局 無料 有料地域のみ  3,594 円/月
介護・その他施設 無料 有料地域のみ 3,887 円/月
患者 無料

同意方法

新規患者からの取得 同意書による取得

患者が同意を撤回（脱退）する場合の確認 同意書の撤回（脱退）文章による

新たに参加施設が増えた場合 連携追加先の同意書による取得

予算関係

構築費用負担者 自治体、厚生労働省、参加施設

運用費用（年間） 有料地域のみ　1,178万円/年
運用費用負担者 参加施設、自治体

患者サービスが向上した

医療機関間の人的ネットワークが進んだ

二次医療圏内

診療情報の蓄積と利用 実施なし

カバーする地域の適切なサイズ

構築費用（年換算）
有料地域のみ     750万円（中央値）　      3,584万円（平均値）

無料地域含む     500万円（中央値）      　3,019万円（平均値）

ICTを利用した地域医療連携の平均的なすがた（2017年度）

医療におけるデジタル画像と通信、
SS-MIX2ストレージ仕様書構築ガイドライン

医師会を通じた周知

有料地域のみ  3,500万円（中央値） 　1億7,598万円（平均値）
構築費用（累計）

導入効果

導入効果・普及に向けた施策と取り組み

周知・広報
医療機関等への訪問

無料地域含む  2,330万円（中央値） 　1億4,824万円（平均値）

項目 平均像
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全国地域医療連携一覧 2018年1月1日現在

地域
区分

都道府県 システム名 略称・愛称

北海道 東胆振医療情報連携ネットワーク協議会

北海道 道南地域医療連携ネットワークシステム 道南MedIka（メディカ）

北海道 小樽後志地域医療連携システム ID-LINK

北海道 community-link  

北海道 北見市医療福祉情報連携システム 北まるnet

北海道 新ひだか町バーチャル総合病院構想  

北海道 十勝メディカルネットワーク はれ晴れネット

北海道 たいせつ安心i医療ネット 安心iネット

北海道 南檜山地域医療連携システム イ・ネット南檜山

北海道 北海道がんセンター地域連携システム  

北海道 西胆振医療情報連携システムネットワーク SWAN

北海道 道北北部連携ネットワークシステム ポラリスネットワーク

北海道 斗南ホットライン ホットライン

北海道 とよひら・りんく患者情報共有システム（仮称） とよひら・りんく

北海道 北海道医療過疎を解消するための広域遠隔医療普及推進事業  

北海道 札幌医療情報共有システム協議会  

北海道 TMNIT in Hokkaido 通称：TMNIT（ティーエムニット）

北海道 メディネットたんちょう  

北海道 砂川市地域包括ケアネットワークシステム 砂川みまもりんく

北海道 北海道医療センター地域医療画像連携ネットワークシステム ▲（さんかく）山メディネット

北海道 DAtabank as Solution for your Care and Health DASCH Pro

北海道 札幌地域医療連携ネットワーク もいわネット

北海道 ICTネットワーク  

北海道 中空知医療連携ネットワークシステム そら-ねっと

北海道 地域医療連携ネットワーク  

北海道 バイタルリンク

北海道 ケアメモリー  

北海道 市立札幌病院地域医療情報ネットワークシステム すずらんネット

北海道 十勝医師会ネットワーク TOMA-NET

青森県 青森県地域医療情報共有システム あおもりメディカルネット

青森県 西北五地域医療ネットワーク 西北五地域医療ネットワーク

岩手県 岩手県周産期医療情報ネットワークシステム いーはとーぶ

岩手県 かまいし・おおつち医療情報ネットワーク OKはまゆりネット

岩手県 宮古地域医療情報連携ネットワーク みやこサーモンケアネット

岩手県 北三陸ネット  

岩手県 在宅医療連携システム【ゆい】 【ゆい】

岩手県 いわて医療情報連携・遠隔医療システム  

岩手県 岩手中部地域医療情報ネットワークシステム いわて中部ネット

宮城県 スマイルネット

宮城県 みやぎ医療福祉情報ネットワーク MMWINみんなのみやぎネット

宮城県 オープンネット  

宮城県 地域医療連携ネットワークシステム KoKoRoネット

秋田県 秋田県医療連携ネットワークシステム あきたハートフルネット

秋田県 遠隔読影システム

秋田県 電子カルテ等の一部 ＠homeDr. 

山形県 酒田地区医療情報ネットワーク ちょうかいネット

山形県 置賜地域医療情報ネットワークシステム OKI-net（おきねっと）

山形県 医療と介護を繋ぐヘルスケア・ソーシャル・ネットワークNet4U Net4U

山形県 最上地域医療情報ネットワークシステム もがみネット

山形県 在宅連携システム  

山形県 村山地域医療情報ネットワーク べにばなネット

山形県 ＩＣＴふるさと元気事業  

福島県 在宅健康管理システム事業 こゆり

福島県 福島県医療福祉情報ネットワーク キビタン健康ネット

福島県 ID-LINK

福島県 シュガーキューブ 須賀川医療ネットワーク

北海道

東北
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全国地域医療連携一覧 2018年1月1日現在

地域
区分

都道府県 システム名 略称・愛称

茨城県 茨城県医師会医療・介護情報ハイウェイ いばらき安心ネット：iSN

茨城県 ひたちなか健康ＩＴネット  

茨城県 笠間市介護健診ネットワークシステム

栃木県 とちまる・どこでもネット　栃木県地域医療連携ネットワークとちまるネット とちまるネット

栃木県 とちまる・どこでもネット　栃木県統一 医介連携ネットワークどこでも連絡帳 どこでも連絡帳

群馬県 利根沼田遠隔医療ネットワーク TN2

群馬県 しるくネット  

埼玉県 埼玉利根保健医療圏地域医療ネットワークシステム とねっと

埼玉県 さかつる在宅ケアネット  

埼玉県 地域医療連携サービス　C@RNA Connect(カルナコネクト) カルナ

千葉県 患者カルテ（PLANET）、共有カルテ プラネット

千葉県 地域医療・介護連携ICT利活用多職種情報共有の試み IPPO（医歩）

千葉県 TRITRUSシステム  

千葉県 千葉医療センター地域医療連携ネットワークシステム 千葉医療ネットワーク

千葉県 情報共有システム 情報共有システム

千葉県 試験運用のシステム なし

東京都 東京医療センターWeb型電子カルテ参照システム Web-NTMC

東京都 MIO Karte  

東京都 一般社団法人　未来かなえ機構 未来かなえネット

東京都 練馬医療連携ネットワーク  

東京都 EIR  

東京都 道北急性期モバイルｘクラウド医療連携事業（仮称）

東京都 地域医療介護連携支援システム「エイル」 エイル

東京都 Medical Information Network of TORANOMON system MINTsystem

東京都 在宅ケア連携支援システム　BmicZR ビーミック

東京都 遠隔画像診断支援システム Hospi-net

東京都 まごころネット八王子 まごころネット八王子

東京都 Virtual-RAD  

東京都 Tele-RAD  

東京都 KHC Net  

東京都 慈生会情報ネットワーク  

東京都 東京総合医療ネットワーク

神奈川県 サイボウズLive 睦の和

神奈川県 在宅医ネットよこはま多職種連携クラウドシステム

神奈川県 HIたんざわ・おおやまネット たんざわ・おおやまネット

神奈川県 クラウドによる医療と介護の多職種連携システム あおばモデル

神奈川県 みうらホームケアネット

新潟県 魚沼地域医療連携ネットワーク うおぬま・米（まい）ねっと

新潟県 佐渡地域医療連携ネットワークシステム さどひまわりネット

新潟県 かえつ医療・介護ネットワークシステム ときネット

富山県 とやま医療連携ネットワーク  

富山県 高岡医療圏地域医療連携システム れんけいネット

富山県 砺波医療圏医療情報連携システム となみ野メディカルネット

富山県 ICTユビキタス・ホスピタルタウン射水プロジェクト IMIZUNO-HOME(在宅用いみず野システム）

富山県 小児科等医療連携における遠隔コンサルテーション

富山県 中新川郡在宅連携システム

富山県 たてやまネット  

富山県 新川地域医療連携ネットワーク 扇状地ネット

石川県 脳卒中画像伝送システム  

石川県 KISS（Keiju Infomation Spherical Sytem) KISS

石川県 いしかわ診療情報共有ネットワーク  

石川県 金沢市医師会地域医療連携システム ハートネットホスピタル

石川県 金沢大学附属病院継続診療システム たまひめネット

福井県 ふくい医療情報連携システム ふくいメデイカルネット

福井県 TRITRUS（トリトラス） 坂井地区在宅情報共有システム

山梨県 慢性疾患診療支援システム マイ健康レコード

山梨県 富士・東部地域患者情報共有システム Ft-Net

山梨県 峡南地域患者情報共有システム KOMPAS

関東

中部
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全国地域医療連携一覧 2018年1月1日現在

地域
区分

都道府県 システム名 略称・愛称

長野県 信州メディカルネットワークシステム 信州メディカルネット

長野県 慈泉会診療情報開示システム  

長野県 県立病院間高画質診療支援ネットワーク構築事業  

長野県 電子チームケア e-madoシステム

長野県 飯田下伊那診療情報連携システム「ism-Link」 ism-Link（イズムリンク）

長野県 上小地域医療連携ネットワークシステム  

長野県 IIJ電子＠連絡帳サービス 長野しろくまネットワーク

岐阜県 岐阜県包括的地域ケアネットワーク はやぶさネット

岐阜県 病院間医療情報連携システム

岐阜県 GEMITS 救急医療体制支援システム

岐阜県 大垣市民病院医療連携ネットワークシステム オーエムネット（OMNet）

岐阜県 岐阜県地域医療連携ネットワーク ぎふ清流ネット

岐阜県 HOME MEDICAL CARE SUPPORT SYSTEM  

静岡県 ふじのくにバーチャル・メガ・ホスピタル ふじのくにねっと

静岡県 静岡県在宅医療・介護連携情報システム シズケア＊かけはし

静岡県 磐周医師会ホームページ  

静岡県 静岡県駿東地区広域救急医療情報共有システム ESMAT（エスマット）

静岡県 花と夕陽のネットワーク  

愛知県 地域医療連携ネットワークシステム セントラルねっと

愛知県 金鯱メディネット、愛知メディカルBCP 金鯱メディネット、REMEMB'R

愛知県 衣浦定住自立圏地域医療ネットワークシステム KTメディネット

愛知県 いきいき笑顔  

愛知県 エキサイネット

愛知県 名古屋市立西部医療センター地域医療連携システム SAVEネット

愛知県 蒲郡市民病院地域医療連携ネットワークシステム  

愛知県 Dr Web  

愛知県 電子＠連絡帳システム つながろまい津島

愛知県 名城ネット 名城ネット

愛知県 電子連絡帳システム 東三河ほいっぷネットワーク

愛知県 電子＠連絡帳 瀬戸旭もーやっこネットワーク

愛知県 はち丸ネットワーク  

愛知県 海南SUN-senネット  

愛知県 電子＠連絡帳 北名古屋レインボーネット

愛知県 大府市医療・介護ネットワーク おぶちゃん連絡帳

愛知県 電子＠連絡帳 愛・ながくて夢ネット

愛知県 豊川市民病院地域医療連携システム  

愛知県 海南SUN-senネット  

愛知県 岡崎幸田保健・医療・福祉ネットワーク 岡崎幸田いえやすネットワーク

愛知県 藤田医療情報ネットワーク  藤田ネット

愛知県 豊山レインボーネット

愛知県 レガッタネットとうごう  

愛知県 日進市在宅医療・介護連携ネットワーク「健やかにっしん・ヘ ルピーネット」 ヘルピーネット

愛知県 在宅医療介護連携システム電子＠連絡帳

三重県 三重医療安心ネットワーク  

三重県 電子＠連絡帳　ゆめはまちゃん医療・介護ネットワーク ゆめはまネット

滋賀県 滋賀県医療情報連携ネットワーク びわ湖メディカルネット

滋賀県 滋賀県全県型遠隔病理診断ICTネットワーク事業 さざなみ病理ネット

京都府 地域連携パスオンラインシステム

京都府 京都府こども健康情報管理システム ちゃいるす

京都府 京都第二赤十字病院　地域医療連携システム  

大阪府 「a.i net（エーアイネット）」 に～よん医療ネット協議会

大阪府 医療・介護情報連携システム Ａケアカード

大阪府 地域医療ネットワークシステム 地域医療ネットワーク

大阪府 八尾市立病院　病院・診療所・薬局連携ネットワークシステム 八尾市立病院　病診薬連携ネットワークシステム

大阪府 ブルーカードシステム ブルーカード

大阪府 泉州南部診療情報ネットワーク なすびんネット

大阪府 診療情報地域連携システム 万代e-ネット

大阪府 診療情報地域連携システム  

中部

近畿
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全国地域医療連携一覧 2018年1月1日現在

地域
区分

都道府県 システム名 略称・愛称

大阪府 ひらかた地域医療連携ネットワーク協議会 天の川ネット

大阪府 友愛会病院地域医療連携システム カメリアネット

大阪府 caremill Keijinkai-NET

大阪府 富田林病院　地域医療連携ネットワーク  

大阪府 さいすいヘルスケアネット  

大阪府 生野区医療介護連携情報ネットワーク  いくみんネット

大阪府 医療情報ネットワーク

大阪府 在宅医療連携情報共有システム（TRITRUS)  

大阪府 城東区在宅ケア情報共有ネットワーク  

大阪府 在宅医療連携情報共有システム（TRITRUS）  

大阪府 松原市医師会在宅医療連携情報共有システム（仮称） カナミック

大阪府 地域医療連携システム

大阪府 未記載

大阪府 市立池田病院地域医療連携ネットワークシステム  

兵庫県 阪神医療福祉情報ネットワーク h-Anshin むこねっと

兵庫県 地域医療連携システム「北はりま絆ネット」 北はりま絆ネット

兵庫県 カナミックネットワーク  

兵庫県 加古川地域保健医療情報システム  

兵庫県 淡路地域医療連携システム 「あわじネット」

兵庫県 在宅患者情報共有システム「バイタルリンク」 バイタルリンク

奈良県 奈良県救急医療管制システム e-MATCH

奈良県 まほろば医療連携ネットワーク まほろばネット

奈良県 奈良県総合医療センター　地域医療連携ネットワーク あをによし医療ネット

和歌山県 ゆめ病院 ゆめ病院

和歌山県 きのくに医療連携システム 青洲リンク 青洲リンク

和歌山県 すさみ町地域見守り支援システム  

和歌山県 未記載

鳥取県 鳥取県医療連携ネットワークシステム おしどりネット3

島根県 しまね医療情報ネットワーク まめネット

岡山県 新見あんしんねっと　遠隔医療支援システム 新見あんしんねっと

岡山県 医療ネットワーク岡山 晴れやかネット

岡山県 Z連携  

広島県 地域医療ネットワークシステム 波と風ネット

広島県 もみじ医療福祉ネット もみじ医療福祉ネット

広島県 ひろしま医療情報ネットワーク HMネット

広島県 地域健康情報ネットワーク くわいネット

広島県 KKR（こころ）ネット広島  

広島県 地域医療連携システム クローバーネット

広島県 府中地域保健・医療・福祉連携ネットワーク  

広島県 地域医療介護連携支援システム　エイル エイル

広島県 天かける医療介護連携システム  

広島県 県立広島病院地域医療連携ネットワーク KBネット

広島県 未記載

山口県 長門地域医療連携情報システム 医療ネットながと

山口県 宇部・山陽小野田・美祢圏域地域医療連携情報ネットワークシステム さんさんネット

山口県 岩国医療圏域地域医療連携情報ネットワーク いつつばしネット

山口県 下関地域医療連携情報システム 奇兵隊ネット

山口県 萩あんしんネット あんしんネット

徳島県 遠隔画像診断システム

徳島県 西部圏域医療情報ネットワーク あわ西部ネット

徳島県 徳島糖尿病克服ネットワーク ToDO-Net

徳島県 那賀町在宅ケアネットワーク事業 NZ-net

徳島県 徳島赤十字病院地域連携ネットワーク  

徳島県 阿波あいネット 阿波あいネット

香川県 かがわ医療情報ネットワーク K-MIX+

香川県 かがわ遠隔医療ネットワーク K-MIX

愛媛県 愛媛県医師会地域医療連携ネットワーク 連携EMAネットワーク

愛媛県 中予地域空床管理ネットワーク  

中国

近畿
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全国地域医療連携一覧 2018年1月1日現在

地域
区分

都道府県 システム名 略称・愛称

愛媛県 松山市民病院地域医療連携システム

高知県 高知県へき地医療情報ネットワーク  

高知県 地域連携システム しまんとネット

福岡県 白十字会地域医療連携システムクロスネット クロスネット

福岡県 Health DB  

福岡県 八女筑後医療ネットワーク協議会  

福岡県 くるめ診療情報ネットワーク アザレアネット

福岡県 むーみんネットシステム

福岡県 新小倉病院地域連携システム ひまわりネット

福岡県 福岡県医師会診療情報ネットワーク とびうめネット

福岡県 行橋京都地域医療連携ネットワーク メディックNET

福岡県 地域医療連携ネットワークシステム きしのうらネット

福岡県 カナミックネットワーク カナミック

福岡県 北九州市立医療センター　地域医療連携ネットワーク 連携ネット北九州

福岡県 カナミックネットワーク カナミック

福岡県 大牟田市立病院地域医療連携システム ありあけネット

佐賀県 佐賀県診療情報地域連携システム ピカピカリンク

佐賀県 佐賀県医療機関情報・救急医療情報システム 99さがネット

長崎県 特定非営利活動法人長崎地域医療連携ネットワークシステム協議会 あじさいネット

長崎県 メディカル・ネット99 MN99

長崎県 長崎在宅Dr.ネットメーリングリスト  

長崎県 島原メディカル・ケアねっと

熊本県 地域医療画像連携ネットワークシステム くまちゅう画像ネット

熊本県 サイボウズキントン（たまな在宅ネットワーク患者情報登録システム）

熊本県 あまくさメディカルネット  

熊本県 熊本県地域医療等情報ネットワーク くまもとメディカルネットワーク

熊本県 くまもとクロスネット  

大分県 別府市医師会地域医療連携システム ゆけむり医療ネット

大分県 臼杵市医療・介護・健康情報連携事業 うすき石仏ねっと

大分県 大分市医師会医療情報ネットワークシステム 府内ネット

大分県 遠隔画像診断システム  

宮崎県 宮崎健康福祉ネットワーク はにわネット

宮崎県 都城地域医療連携ネットワーク

宮崎県 周産期ネットワークシステム  

鹿児島県 かごしま救急医療遠隔画像診断センターシステム

鹿児島県 いちき串木野市地域連携サービス さくらネット

鹿児島県 キュアケアネット curecarenet

鹿児島県 ID-LINK  

沖縄県 沖縄県離島・へき地遠隔支援情報システム

沖縄県 おきなわ津梁ネットワーク  

九州

四国
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茨
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携
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ッ
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療
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㈱
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H
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わ
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わ

・
お

お
や

ま
ネ

ッ
ト

富
士

フ
ィ

ル
ム

メ
デ

ィ
カ

ル
㈱

 
 

神
奈

川
県

ク
ラ

ウ
ド

に
よ

る
医

療
と

介
護

の
多

職
種

連
携

シ
ス

テ
ム

あ
お

ば
モ

デ
ル

神
奈

川
県

み
う

ら
ホ

ー
ム

ケ
ア

ネ
ッ

ト
富

士
フ

イ
ル

ム
メ

デ
ィ

カ
ル

㈱
新

潟
県

魚
沼

地
域

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

う
お

ぬ
ま

・
米

（
ま

い
）
ね

っ
と

新
潟

県
佐

渡
地

域
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
さ

ど
ひ

ま
わ

り
ネ

ッ
ト

新
潟

県
か

え
つ

医
療

・
介

護
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
と

き
ネ

ッ
ト

富
士

通
㈱

 
 

富
山

県
と

や
ま

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

 
富

山
県

高
岡

医
療

圏
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
れ

ん
け

い
ネ

ッ
ト

富
山

県
砺

波
医

療
圏

医
療

情
報

連
携

シ
ス

テ
ム

と
な

み
野

メ
デ

ィ
カ

ル
ネ

ッ
ト

富
山

県
IC

T
ユ

ビ
キ

タ
ス

・
ホ

ス
ピ

タ
ル

タ
ウ

ン
射

水
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
IM

IZ
U

N
O

-
H

O
M

E
(在

宅
用

い
み

ず
野

シ
ス

テ
ム

）
富

山
県

小
児

科
等

医
療

連
携

に
お

け
る

遠
隔

コ
ン

サ
ル

テ
ー

シ
ョ

ン
富

山
県

中
新

川
郡

在
宅

連
携

シ
ス

テ
ム

㈱
ス

ト
ロ

ー
ハ

ッ
ト

富
山

県
た

て
や

ま
ネ

ッ
ト

 
㈱

エ
ク

シ
ー

ズ
 

 
富

山
県

新
川

地
域

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

扇
状

地
ネ

ッ
ト

富
士

通
㈱

 
 

石
川

県
脳

卒
中

画
像

伝
送

シ
ス

テ
ム

 
石

川
県

K
IS

S
（
K
e
iju

 I
n
fo

m
at

io
n
 S

ph
e
ri
c
al

 S
yt

e
m

)
K
IS

S
（
K
e
iju

 I
n
fo

m
at

io
n
 S

ph
e
ri
c
al

 S
yt

e
m

)
石

川
県

い
し

か
わ

診
療

情
報

共
有

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

 
石

川
県

金
沢

市
医

師
会

地
域

医
療

連
携

シ
ス

テ
ム

ハ
ー

ト
ネ

ッ
ト

ホ
ス

ピ
タ

ル
石

川
県

金
沢

大
学

附
属

病
院

継
続

診
療

シ
ス

テ
ム

た
ま

ひ
め

ネ
ッ

ト
福

井
県

ふ
く
い

医
療

情
報

連
携

シ
ス

テ
ム

ふ
く
い

メ
デ

イ
カ

ル
ネ

ッ
ト

福
井

県
T
R

IT
R

U
S
（
ト

リ
ト

ラ
ス

）
坂

井
地

区
在

宅
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
山

梨
県

慢
性

疾
患

診
療

支
援

シ
ス

テ
ム

マ
イ

健
康

レ
コ

ー
ド

山
梨

県
富

士
・
東

部
地

域
患

者
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
F
t-

N
e
t

山
梨

県
峡

南
地

域
患

者
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
K
O

M
P

A
S

長
野

県
信

州
メ

デ
ィ

カ
ル

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

信
州

メ
デ

ィ
カ

ル
ネ

ッ
ト

富
士

通
㈱

日
本

電
気

㈱
長

野
県

慈
泉

会
診

療
情

報
開

示
シ

ス
テ

ム
 

長
野

県
県

立
病

院
間

高
画

質
診

療
支

援
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
構

築
事

業
 

長
野

県
電

子
チ

ー
ム

ケ
ア

e
-
m

ad
o
シ

ス
テ

ム
キ

ッ
セ

イ
コ

ム
テ

ッ
ク

㈱
サ

ン
テ

ン
㈱

 
長

野
県

飯
田

下
伊

那
診

療
情

報
連

携
シ

ス
テ

ム
「
is

m
-
L
in

k」
is

m
-
L
in

k（
イ

ズ
ム

リ
ン

ク
）

㈱
エ

ス
イ

ー
シ

ー
日

本
電

気
㈱

IC
C

㈱
長

野
県

上
小

地
域

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

 

長
野

県
小

児
在

宅
療

育
電

子
連

絡
帳

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

→
　

IIJ
電

子
＠

連
絡

帳
サ

ー
ビ

ス
長

野
し

ろ
く
ま

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

中
部

テ
レ

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
㈱

㈱
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

イ
ニ

シ
ア

テ
ィ

ブ
 

岐
阜

県
岐

阜
県

包
括

的
地

域
ケ

ア
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
は

や
ぶ

さ
ネ

ッ
ト

岐
阜

県
病

院
間

医
療

情
報

連
携

シ
ス

テ
ム

岐
阜

県
G

E
M

IT
S

救
急

医
療

体
制

支
援

シ
ス

テ
ム

岐
阜

県
大

垣
市

民
病

院
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
オ

ー
エ

ム
ネ

ッ
ト

（
O

M
N

e
t）

岐
阜

県
岐

阜
県

地
域

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

ぎ
ふ

清
流

ネ
ッ

ト
岐

阜
県

H
O

M
E
 M

E
D

IC
A

L
 C

A
R

E
 S

U
P

P
O

R
T
 S

Y
S
T
E
M

 

※
網

が
け

は
非

公
開

指
定

、
空

白
は

未
入

力
別

添
2
-
3



主
な

IT
関

連
企

業
2
0
1
8
年

1
月

1
日

現
在

都
道

府
県

シ
ス

テ
ム

名
愛

称
・
略

称
企

業
名

企
業

名
２

企
業

名
３

静
岡

県
ふ

じ
の

く
に

バ
ー

チ
ャ

ル
・
メ

ガ
・
ホ

ス
ピ

タ
ル

ふ
じ

の
く
に

ね
っ

と
静

岡
県

静
岡

県
在

宅
医

療
・
介

護
連

携
情

報
シ

ス
テ

ム
シ

ズ
ケ

ア
＊

か
け

は
し

静
岡

県
磐

周
医

師
会

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

 
㈱

静
岡

新
聞

社
 

 
静

岡
県

静
岡

県
駿

東
地

区
広

域
救

急
医

療
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
E
S
M

A
T
（
エ

ス
マ

ッ
ト

）
静

岡
県

花
と

夕
陽

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 

日
本

電
気

㈱
㈱

エ
ス

イ
ー

シ
ー

㈱
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
サ

ー
ビ

ス
愛

知
県

地
域

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

セ
ン

ト
ラ

ル
ね

っ
と

愛
知

県
金

鯱
メ

デ
ィ

ネ
ッ

ト
、

愛
知

メ
デ

ィ
カ

ル
B

C
P

金
鯱

メ
デ

ィ
ネ

ッ
ト

、
R

E
M

E
M

B
'R

愛
知

県
衣

浦
定

住
自

立
圏

地
域

医
療

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

K
T
メ

デ
ィ

ネ
ッ

ト
愛

知
県

い
き

い
き

笑
顔

 
中

部
テ

レ
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

㈱
 

 
愛

知
県

エ
キ

サ
イ

ネ
ッ

ト
愛

知
県

名
古

屋
市

立
西

部
医

療
セ

ン
タ

ー
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
S
A

V
E
ネ

ッ
ト

愛
知

県
蒲

郡
市

民
病

院
地

域
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
 

愛
知

県
D

r 
W

e
b

 
愛

知
県

電
子

＠
連

絡
帳

シ
ス

テ
ム

つ
な

が
ろ

ま
い

津
島

愛
知

県
名

城
ネ

ッ
ト

名
城

ネ
ッ

ト

愛
知

県
電

子
連

絡
帳

シ
ス

テ
ム

東
三

河
ほ

い
っ

ぷ
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
中

部
テ

レ
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

㈱
㈱

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
イ

ニ
シ

ア
テ

ィ
ブ

 

愛
知

県
電

子
＠

連
絡

帳
瀬

戸
旭

も
ー

や
っ

こ
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
愛

知
県

は
ち

丸
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 

愛
知

県
海

南
S
U

N
-
se

n
ネ

ッ
ト

 
愛

知
県

電
子

＠
連

絡
帳

北
名

古
屋

レ
イ

ン
ボ

ー
ネ

ッ
ト

愛
知

県
大

府
市

医
療

・
介

護
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
お

ぶ
ち

ゃ
ん

連
絡

帳
中

部
テ

レ
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

㈱
 

 
愛

知
県

電
子

＠
連

絡
帳

愛
・
な

が
く
て

夢
ネ

ッ
ト

中
部

テ
レ

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
㈱

 
 

愛
知

県
豊

川
市

民
病

院
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
 

愛
知

県
海

南
S
U

N
-
se

n
ネ

ッ
ト

 

愛
知

県
岡

崎
幸

田
保

健
・
医

療
・
福

祉
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
岡

崎
幸

田
い

え
や

す
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
中

部
テ

レ
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

㈱
 

 

愛
知

県
藤

田
医

療
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 藤

田
ネ

ッ
ト

愛
知

県
豊

山
レ

イ
ン

ボ
ー

ネ
ッ

ト
中

部
テ

レ
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

㈱
愛

知
県

レ
ガ

ッ
タ

ネ
ッ

ト
と

う
ご

う
 

中
部

テ
レ

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
㈱

 
 

愛
知

県
日

進
市

在
宅

医
療

・
介

護
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
「
健

や
か

に
っ

し
ん

・
ヘ

 ル
ピ

ー
ネ

ッ
ト

」
ヘ

ル
ピ

ー
ネ

ッ
ト

中
部

テ
レ

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
㈱

 
 

愛
知

県
未

記
載

三
重

県
三

重
医

療
安

心
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 

三
重

県
ゆ

め
は

ま
ち

ゃ
ん

医
療

・
介

護
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
ゆ

め
は

ま
ネ

ッ
ト

滋
賀

県
滋

賀
県

医
療

情
報

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

び
わ

湖
あ

さ
が

お
ネ

ッ
ト

滋
賀

県
滋

賀
県

全
県

型
遠

隔
病

理
診

断
IC

T
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
事

業
さ

ざ
な

み
病

理
ネ

ッ
ト

京
都

府
地

域
連

携
パ

ス
オ

ン
ラ

イ
ン

シ
ス

テ
ム

京
都

府
京

都
府

こ
ど

も
健

康
情

報
管

理
シ

ス
テ

ム
ち

ゃ
い

る
す

（
株

）
Ｎ

Ｔ
Ｔ

デ
ー

タ
関

西
京

都
府

京
都

第
二

赤
十

字
病

院
　

地
域

医
療

連
携

シ
ス

テ
ム

 
大

阪
府

「
a.

i 
n
e
t（

エ
ー

ア
イ

ネ
ッ

ト
）
」

に
～

よ
ん

医
療

ネ
ッ

ト
協

議
会

大
阪

府
医

療
・
介

護
情

報
連

携
シ

ス
テ

ム
Ａ

ケ
ア

カ
ー

ド
大

阪
府

地
域

医
療

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

地
域

医
療

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク
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主
な

IT
関

連
企

業
2
0
1
8
年

1
月

1
日

現
在

都
道

府
県

シ
ス

テ
ム

名
愛

称
・
略

称
企

業
名

企
業

名
２

企
業

名
３

大
阪

府
八

尾
市

立
病

院
　

病
院

・
診

療
所

・
薬

局
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
八

尾
市

立
病

院
病

診
薬

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

大
阪

府
ブ

ル
ー

カ
ー

ド
シ

ス
テ

ム
ブ

ル
ー

カ
ー

ド
大

阪
府

泉
州

南
部

診
療

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

な
す

び
ん

ネ
ッ

ト
大

阪
府

診
療

情
報

地
域

連
携

シ
ス

テ
ム

万
代

e
-
ネ

ッ
ト

大
阪

府
診

療
情

報
地

域
連

携
シ

ス
テ

ム
 

大
阪

府
ひ

ら
か

た
地

域
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
協

議
会

天
の

川
ネ

ッ
ト

大
阪

府
友

愛
会

病
院

地
域

医
療

連
携

シ
ス

テ
ム

カ
メ

リ
ア

ネ
ッ

ト
大

阪
府

c
ar

e
m

ill
K
e
iji

n
ka

i-
N

E
T

大
阪

府
富

田
林

病
院

　
地

域
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 

大
阪

府
さ

い
す

い
ヘ

ル
ス

ケ
ア

ネ
ッ

ト
 

大
阪

府
生

野
区

医
療

介
護

連
携

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

 い
く
み

ん
ネ

ッ
ト

帝
人

フ
ァ

ー
マ

㈱
 

 
大

阪
府

医
療

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

エ
ン

ブ
レ

ー
ス

㈱
大

阪
府

在
宅

医
療

連
携

情
報

共
有

シ
ス

テ
ム

（
T
R

IT
R

U
S
)

 
 

 
大

阪
府

城
東

区
在

宅
ケ

ア
情

報
共

有
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 

大
阪

府
在

宅
医

療
連

携
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
（
T
R

IT
R

U
S
）

 

大
阪

府
松

原
市

医
師

会
在

宅
医

療
連

携
情

報
共

有
シ

ス
テ

ム
（
仮

称
）

カ
ナ

ミ
ッ

ク

大
阪

府
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
大

阪
府

未
記

載
大

阪
府

市
立

池
田

病
院

地
域

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

 
富

士
通

㈱
 

 
兵

庫
県

阪
神

医
療

福
祉

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

h
-
A

n
sh

in
 む

こ
ね

っ
と

兵
庫

県
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
「
北

は
り

ま
絆

ネ
ッ

ト
」

北
は

り
ま

絆
ネ

ッ
ト

兵
庫

県
カ

ナ
ミ

ッ
ク

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

 
㈱

カ
ナ

ミ
ッ

ク
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 

 
兵

庫
県

加
古

川
地

域
保

健
医

療
情

報
シ

ス
テ

ム
 

兵
庫

県
淡

路
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
「
あ

わ
じ

ネ
ッ

ト
」

日
本

電
気

㈱
富

士
フ

ィ
ル

ム
メ

デ
ィ

カ
ル

（
株

）
兵

庫
県

在
宅

患
者

情
報

共
有

シ
ス

テ
ム

「
バ

イ
タ

ル
リ

ン
ク

」
バ

イ
タ

ル
リ

ン
ク

奈
良

県
奈

良
県

救
急

医
療

管
制

シ
ス

テ
ム

e
-
M

A
T
C

H
奈

良
県

ま
ほ

ろ
ば

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

ま
ほ

ろ
ば

ネ
ッ

ト
奈

良
県

奈
良

県
総

合
医

療
セ

ン
タ

ー
　

地
域

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

あ
を

に
よ

し
医

療
ネ

ッ
ト

和
歌

山
県

ゆ
め

病
院

ゆ
め

病
院

和
歌

山
県

き
の

く
に

医
療

連
携

シ
ス

テ
ム

 青
洲

リ
ン

ク
青

洲
リ

ン
ク

和
歌

山
県

す
さ

み
町

地
域

見
守

り
支

援
シ

ス
テ

ム
 

和
歌

山
県

未
記

載
鳥

取
県

鳥
取

県
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
お

し
ど

り
ネ

ッ
ト

3

島
根

県
し

ま
ね

医
療

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

ま
め

ネ
ッ

ト
富

士
通

㈱
㈱

テ
ク

ノ
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
Ｎ

Ｔ
Ｔ

デ
ー

タ
、

Ｎ
Ｔ

Ｔ
デ

ー
タ

中
国

、
Ｋ

Ｄ
Ｄ

Ｉ、
マ

ツ
ケ

イ
岡

山
県

新
見

あ
ん

し
ん

ね
っ

と
　

遠
隔

医
療

支
援

シ
ス

テ
ム

新
見

あ
ん

し
ん

ね
っ

と
岡

山
県

医
療

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

岡
山

晴
れ

や
か

ネ
ッ

ト
富

士
通

㈱
日

本
電

気
㈱

岡
山

県
Z
連

携
 

㈱
エ

ヌ
・
デ

ィ
・
エ

ス
 

 
広

島
県

地
域

医
療

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

シ
ス

テ
ム

波
と

風
ネ

ッ
ト

広
島

県
も

み
じ

医
療

福
祉

ネ
ッ

ト
も

み
じ

医
療

福
祉

ネ
ッ

ト
広

島
県

ひ
ろ

し
ま

医
療

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

H
M

ネ
ッ

ト
㈱

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

サ
ー

ビ
ス

㈱
Ａ

ＩＤ
㈱

プ
ロ

ノ
テ

ッ
ク

広
島

県
地

域
健

康
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
く
わ

い
ネ

ッ
ト

広
島

県
K
K
R

（
こ

こ
ろ

）
ネ

ッ
ト

広
島
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主
な

IT
関

連
企

業
2
0
1
8
年

1
月

1
日

現
在

都
道

府
県

シ
ス

テ
ム

名
愛

称
・
略

称
企

業
名

企
業

名
２

企
業

名
３

広
島

県
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
ク

ロ
ー

バ
ー

ネ
ッ

ト
広

島
県

府
中

地
域

保
健

・
医

療
・
福

祉
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 

広
島

県
地

域
医

療
介

護
連

携
支

援
シ

ス
テ

ム
　

エ
イ

ル
エ

イ
ル

㈱
エ

イ
ル

 
 

広
島

県
天

か
け

る
医

療
介

護
連

携
シ

ス
テ

ム
 

広
島

県
県

立
広

島
病

院
地

域
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
K
B

ネ
ッ

ト
広

島
県

未
定

未
定

山
口

県
長

門
地

域
医

療
連

携
情

報
シ

ス
テ

ム
医

療
ネ

ッ
ト

な
が

と

山
口

県
宇

部
・
山

陽
小

野
田

・
美

祢
圏

域
地

域
医

療
連

携
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
さ

ん
さ

ん
ネ

ッ
ト

山
口

県
岩

国
医

療
圏

域
地

域
医

療
連

携
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
い

つ
つ

ば
し

ネ
ッ

ト
山

口
県

下
関

地
域

医
療

連
携

情
報

シ
ス

テ
ム

奇
兵

隊
ネ

ッ
ト

山
口

県
萩

あ
ん

し
ん

ネ
ッ

ト
あ

ん
し

ん
ネ

ッ
ト

徳
島

県
遠

隔
画

像
診

断
シ

ス
テ

ム
徳

島
県

西
部

圏
域

医
療

情
報

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

あ
わ

西
部

ネ
ッ

ト

徳
島

県
徳

島
糖

尿
病

克
服

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

T
o
D

O
-
N

e
t

(T
o
ku

sh
im

a 
D

ia
be

te
s 

O
ve

rc
o
m

e
N

e
tw

o
rk

)
日

本
電

気
㈱

富
士

通
㈱

日
本

ユ
ニ

シ
ス

㈱

徳
島

県
那

賀
町

在
宅

ケ
ア

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

事
業

N
Z
-
n
e
t

徳
島

県
徳

島
赤

十
字

病
院

地
域

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

 

徳
島

県
阿

波
あ

い
ネ

ッ
ト

阿
波

あ
い

ネ
ッ

ト
日

本
電

気
㈱

富
士

通
㈱

㈱
ヘ

ル
ス

ケ
ア

リ
レ

イ
シ

ョ
ン

ズ
香

川
県

か
が

わ
医

療
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
K
-
M

IX
+

香
川

県
か

が
わ

遠
隔

医
療

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

K
-
M

IX
㈱

S
T
n
e
t

 
 

愛
媛

県
愛

媛
県

医
師

会
地

域
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
連

携
E
M

A
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
愛

媛
県

中
予

地
域

空
床

管
理

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

 
愛

媛
県

松
山

市
民

病
院

地
域

医
療

連
携

シ
ス

テ
ム

高
知

県
高

知
県

へ
き

地
医

療
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
 

高
知

県
地

域
連

携
シ

ス
テ

ム
し

ま
ん

と
ネ

ッ
ト

福
岡

県
白

十
字

会
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
ク

ロ
ス

ネ
ッ

ト
ク

ロ
ス

ネ
ッ

ト
福

岡
県

H
e
al

th
 D

B
 

福
岡

県
八

女
筑

後
医

療
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
協

議
会

 
福

岡
県

く
る

め
診

療
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
ア

ザ
レ

ア
ネ

ッ
ト

福
岡

県
む

ー
み

ん
ネ

ッ
ト

シ
ス

テ
ム

福
岡

県
新

小
倉

病
院

地
域

連
携

シ
ス

テ
ム

ひ
ま

わ
り

ネ
ッ

ト
西

日
本

エ
ム

シ
ー

㈱
ケ

ア
ー

ス
ト

リ
ー

ム
ヘ

ル
ス

㈱
㈱

エ
ク

セ
ル

・
ク

リ
エ

イ
ツ

福
岡

県
福

岡
県

医
師

会
診

療
情

報
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
と

び
う

め
ネ

ッ
ト

福
岡

県
行

橋
京

都
地

域
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
メ

デ
ィ

ッ
ク

N
E
T

福
岡

県
地

域
医

療
連

携
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
シ

ス
テ

ム
き

し
の

う
ら

ネ
ッ

ト
福

岡
県

カ
ナ

ミ
ッ

ク
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
カ

ナ
ミ

ッ
ク

福
岡

県
北

九
州

市
立

医
療

セ
ン

タ
ー

地
域

医
療

連
携

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

連
携

ネ
ッ

ト
北

九
州

福
岡

県
カ

ナ
ミ

ッ
ク

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

カ
ナ

ミ
ッ

ク
福

岡
県

大
牟

田
市

立
病

院
地

域
医

療
連

携
シ

ス
テ

ム
あ

り
あ

け
ネ

ッ
ト

富
士

通
㈱

佐
賀

県
佐

賀
県

診
療

情
報

地
域

連
携

シ
ス

テ
ム

ピ
カ

ピ
カ

リ
ン

ク
佐

賀
県

佐
賀

県
医

療
機

関
情

報
・
救

急
医

療
情

報
シ

ス
テ

ム
9
9
さ

が
ネ

ッ
ト
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は
非
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定

、
空
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主
な

IT
関

連
企

業
2
0
1
8
年

1
月

1
日

現
在
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